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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１面と、前記第１面と反対の第２面を含む軟性回路基板と、
　前記軟性回路基板の前記第１面上に配置される無線電力を受信するための第１アンテナ
と、
　前記軟性回路基板の前記第１面上に前記第１アンテナを取り囲むように配置される無線
通信をするための第２アンテナと、
　バッテリを充電するために前記第１アンテナをバッテリーと電気的に連結し、無線通信
をするために前記第２アンテナを無線通信モジュールと電気的に連結する複数の接触端子
と、
　前記第１アンテナと前記第２アンテナ上に配置される磁性シートと、
　を含み、
　前記第１アンテナは、複数回巻線された第１コイルパターン、前記第１コイルパターン
の外側に位置する第１端子及び前記第１コイルパターンの内側に位置する第２端子を含み
、
　前記第２アンテナは、複数回巻線された第２コイルパターン、前記第２コイルパターン
、前記第２コイルパターンの内側に位置する第３端子及び前記第２コイルパターンの外側
に位置する第４端子を含み、
　前記第１端子は、前記第２コイルパターンを横断する第１サブ連結部によって第１連結
端子に電気的に連結され、
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　前記第１サブ連結部は、前記第２コイルパターンと電気的に絶縁されるように前記軟性
回路基板の前記第２面上に配置され、
　前記第２端子は、前記第１コイルパターン及び前記第２コイルパターンを横断する第２
サブ連結部によって第２連結端子に電気的に連結され、
　前記第２サブ連結部は、前記第１コイルパターン及び前記第２コイルパターンと電気的
に絶縁されるように前記軟性回路基板の前記第２面上に配置され、
　前記複数の接触端子は、前記バッテリを充電するための前記第１アンテナと前記バッテ
リーを電気的に連結する第１接触端子及び第２接触端子と、
　前記無線通信をするために前記無線通信モジュールと前記第２アンテナを連結するため
の第３接触端子及び第４接触端子と、を含み、
　前記第１連結端子は、第１連結導線によって前記第１接触端子に電気的に連結され、前
記第１連結導線は、前記軟性回路基板の前記第１面上に配置され、
　前記第２連結端子は、第２連結導線によって前記第２接触端子に電気的に連結され、前
記第２連結導線は、前記軟性回路基板の前記第１面上に配置され、
　前記第１アンテナと前記第２アンテナは、前記磁性シートと前記軟性回路基板との間に
配置され、
　前記複数の接触端子は、無線通信をするために前記無線通信モジュールと前記第２アン
テナを連結するための第３接触端子と第４接触端子を含み、
　前記第１接触端子、前記第２接触端子、前記第３接触端子及び前記第４接触端子は２×
２の行列に配置され、
　前記第１接触端子及び前記第２接触端子は、前記２×２の行列の第１行に配置され、
　前記第３接触端子及び前記第４接触端子は、前記２×２の行列の第２行に配置され、
　前記第３端子は、第３サブ連結部によって第３連結端子に電気的に連結され、
　前記第３連結端子は、第３連結導線によって前記第３接触端子に電気的に連結され、
　前記第３サブ連結部は、前記第２コイルパターンと電気的に絶縁されるように前記軟性
回路基板の前記第２面上に配置され、
　前記第４端子は、第４サブ連結部によって第４連結端子に電気的に連結され、
　前記第４連結端子は、第４連結導線によって前記第４接触端子に電気的に連結され、
　前記第４サブ連結部は、前記第２コイルパターンと電気的に絶縁されるように前記軟性
回路基板の前記第２面上に配置され、
　前記第１サブ連結部、前記第１連結端子、前記第３連結導線及び前記第４連結導線の長
さより短く形成された長さを有する前記第１連結導線を介して前記第１端子と前記第１接
触端子を連結する第１ラインと、前記第２サブ連結部、前記第２連結端子、前記第３連結
導線及び前記第４連結導線の長さより短く形成された長さを有する前記第２連結導線を介
して前記第２端子と前記第２接触端子を連結する第２ラインは、前記第３端子と前記第４
端子との間に配置され、
　前記第１接触端子は、前記第４接触端子よりも前記第１連結端子に近く配置され、
　前記第２接触端子は、前記第３接触端子よりも前記第２連結端子に近く配置され、
　前記第１コイルパターンの線幅は、前記第２コイルパターンの線幅より大きく、
　前記第１コイルパターンの線間間隔は、前記第２コイルパターンの線間間隔より大きい
無線電力受信機。
【請求項２】
　前記第１サブ連結部は、前記第２コイルパターンの下に配置される請求項１に記載の無
線電力受信機。
【請求項３】
　第２サブ連結部は、前記第２コイルパターンの下に配置される請求項１または２に記載
の無線電力受信機。
【請求項４】
　第３サブ連結部は、前記第２コイルパターンの下に配置される請求項１から３のいずれ
かに記載の無線電力受信機。
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【請求項５】
　前記第２アンテナは、NFC(Near Field Communication)アンテナである請求項１から４
のいずれかに記載の無線電力受信機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はアンテナアセンブリ及びその製造方法に関し、より詳しくは、無線充電アンテ
ナを含むアンテナアセンブリ及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線で電気エネルギーを所望の機器に伝達する無線電力伝送技術（wireless power tra
nsmissionまたはwireless energy transfer）は既に１８００年代に電磁気誘導原理を用
いた電気モータや変圧器が使われ始めて、その後にはラジオ波やレーザーのような電磁波
を放射して電気エネルギーを伝送する方法も試みられた。私達がよく使用する電動歯ブラ
シや一部の無線カミソリも実際は電磁気誘導原理により充電される。電磁気誘導は導体の
周辺で磁場を変化させた時、電圧が誘導されて電流が流れる現象をいう。電磁気誘導方式
は小型機器を中心に商用化が速く進行しているが、電力の伝送距離が短いという問題があ
る。
【０００３】
　現在まで無線方式によるエネルギー伝達方式は電磁気誘導の以外に共振及び短波長無線
周波数を用いた遠距離送信技術などがある。
【０００４】
　しかしながら、一般的に端末機に内蔵されるアンテナアセンブリはその厚さが厚く、製
造工程が複雑であるという問題がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明が達成しようとする技術的課題は、無線充電アンテナを含み、かつ厚さが減少し
、製造工程が単純化できるアンテナアセンブリとその製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　一実施形態において、無線電力受信機は、軟性回路基板と、前記軟性回路基板上に配置
され、無線電力を受信するための第１アンテナと、前記軟性回路基板上に前記第１アンテ
ナを取り囲むように配置され、無線通信をするための第２アンテナと、前記第１アンテナ
をバッテリーと電気的に連結し、前記第２アンテナを無線通信モジュールと電気的に連結
する複数の接触端子と、を含み、前記第１アンテナは、複数回巻線された第１コイルパタ
ーン、前記第１コイルパターンの外側に位置する第１端子及び前記第１コイルパターンの
内側に位置する第２端子を含み、前記第２アンテナは、複数回巻線された第２コイルパタ
ーン、前記第２コイルパターン、前記第２コイルパターンの内側に位置する第３端子及び
前記第２コイルパターンの外側に位置する第４端子を含み、前記第１端子は前記第２コイ
ルパターンを横断する第１サブ連結部によって第１連結端子に電気的に連結され、前記第
１サブ連結部は前記第２コイルパターンと電気的に絶縁され、前記第２端子は前記第１コ
イルパターン及び前記第２コイルパターンを横断する第２サブ連結部によって第２連結端
子に電気的に連結され、前記第２サブ連結部は前記第１コイルパターン及び前記第２コイ
ルパターンと電気的に絶縁され、前記複数の接触端子は、前記第１アンテナと前記バッテ
リーを電気的に連結する第１接触端子及び第２接触端子を含み、前記第１連結端子は第１
連結導線によって前記第１接触端子に電気的に連結され、前記第２連結端子は第２連結導
線によって前記第２接触端子に電気的に連結される。
【発明の効果】
【０００７】
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　実施形態によれば、磁性基板とコイル部を接着層を通じて離隔させてアンテナ性能を向
上させることができる。
【０００８】
　実施形態によれば、ラミネーティング及びエッチング過程のみを通じて非磁性絶縁基板
の上面にコイル部を直接配置させてアンテナアセンブリの製造工程を単純化させることが
できる。
【０００９】
　実施形態によれば、螺旋形のアンテナパターンの内部端子とそのアンテナパターンの外
部に配置される連結端子とを伝導性ブリッジにより連結してアンテナアセンブリの製造工
程を単純化させることができる。
【００１０】
　実施形態によれば、アンテナパターンの拡張パターンを基板と共に切り取り、切り取ら
れた基板を折り畳んで螺旋形のアンテナパターンの内部端子とそのアンテナパターンの外
部に配置される連結端子とを電気的に連結してアンテナアセンブリの製造工程を単純化さ
せることができる。
【００１１】
　実施形態によれば、エッチングを通じて比較的厚い無線充電アンテナパターンと無線通
信アンテナパターンを同時に形成してアンテナアセンブリの製造工程を単純化させること
ができる。
【００１２】
　実施形態によれば、磁性基板の上面にコイル部及び近距離通信アンテナを直接配置させ
て高い電力伝送効率を維持させると共に、外部装置との通信も可能にする。
【００１３】
　実施形態によれば、磁性基板の内部に導電パターンを形成してアンテナアセンブリの厚
さを格段に減少させることができる。
【００１４】
　実施形態によれば、磁性基板の内部に導電パターンを形成して高い電力伝送効率を有す
ることができると共に、近距離通信アンテナを用いて外部装置との通信も可能にする。
【００１５】
　実施形態によれば、連結部が磁性基板の収容空間に配置されることによって、連結部の
厚さだけアンテナアセンブリの全厚さが格段に減少できる。
【００１６】
　実施形態によれば、連結部のテープ部材を使用して、アンテナアセンブリの全サイズを
縮めることができる。
【００１７】
　実施形態によれば、連結部にリードフレームを使用して発熱、外部の湿気、衝撃などか
ら連結部に含まれた配線層が保護されることができ、量産が可能な効果が得られる。
【００１８】
　実施形態によれば、磁性基板の内部に形成された導電パターンにより、外部に向ける磁
場の方向をコイル部側に変更させて、電力伝送効率を高めることができると共に、外部に
漏出される磁場の量を減少させて、人体有害性を有する磁場の影響を最小化することがで
きる。
【００１９】
　本発明の一実施形態によれば、パターン溝を形成する過程及びコイル部を挿入する過程
のみを通じてアンテナアセンブリを製造することができるので、製造工程が単純化される
効果がある。
【００２０】
　一方、その他の多様な効果は後述する本発明の実施形態に係る詳細な説明で直接的また
は暗示的に開示される。
【図面の簡単な説明】
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【００２１】
【図１】本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの分解斜視図である。
【図２】本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図３】本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図４】本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図５】本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図６】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図７】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの底面図である。
【図８】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図９】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図１０】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの底面図である。
【図１１】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図１２】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの斜視図である。
【図１３】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図１４】図１３の接触部に図示された点線に沿ってＡからＡ’に切った場合、アンテナ
アセンブリの断面図である。
【図１５】本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するための図
である。
【図１６】本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するための図
である。
【図１７】本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するための図
である。
【図１８】本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するための図
である。
【図１９】本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するための図
である。
【図２０】図１３の接触部に図示された点線に沿ってＡからＡ’に切った場合、本発明の
更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図２１】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図２２】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの斜視図である。
【図２３】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図２４】図２３の接触部に図示された点線に沿ってＢからＢ’に切った場合、本発明の
更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図２５】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの斜視図である。
【図２６】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【図２７】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリをＣからＣ’に切った断
面図である。
【図２８】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図２９】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図３０】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図３１】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図３２】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図３３】本発明の更に他の実施形態に従って磁性基板の上面にコイル部を配置した場合
、使用周波数に従う内側アンテナのインダクタンス、抵抗、Ｑ値の変化を説明するための
図である。
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【図３４】本発明の更に他の実施形態に従って磁性基板の内部のパターン溝にコイル部を
配置した場合、使用周波数に従う内側アンテナのインダクタンス、抵抗、Ｑ値の変化を説
明するための図である。
【図３５】本発明の更に他の実施形態に従って磁性基板の上面にコイル部を配置した場合
、磁場の放射パターンを示すためのＨ－Ｆｉｅｌｄである。
【図３６】本発明の更に他の実施形態に従って磁性基板の内部のパターン溝にコイル部を
配置した場合、磁場の放射パターンを示すためのＨ－Ｆｉｅｌｄである。
【図３７】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの分解斜視図である。
【図３８】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの斜視図である。
【図３９】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。
【図４０】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４１】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４２】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４３】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４４】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４５】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４６】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４７】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４８】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法を説明するた
めの図である。
【図４９】本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法のフローチャートであ
る。
【図５０】本発明の実施形態に係るエッチングにより形成される導電パターンの断面を示
す。
【図５１】本発明の実施形態に係るエッチングにより形成される導電パターンの断面を示
す。
【図５２】本発明の実施形態に係るエッチングにより形成される導電パターンの断面を示
す。
【図５３】本発明の実施形態に係るエッチングにより形成される導電パターンの断面を示
す。
【図５４】本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの連結部５００の製造方法のフ
ローチャートである。
【図５５】本発明の実施形態に係る導電性ペーストの印刷回数に従う伝導性ブリッジの性
能を示すグラフである。
【図５６】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの連結部の製造方法のフ
ローチャートである。
【図５７】本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの連結部の製造方法のフ
ローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　明細書の全体において、ある部分が他の部分と“電気的に連結”されているとする時、
これは“直接的に電気的に連結”されている場合だけでなく、その中間に他の素子を挟ん
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で“電気的に連結”されている場合も含む。
【００２３】
　図１は、本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの分解斜視図である。
【００２４】
　図２は、本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【００２５】
　図３は本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。特に、図３は図１
に図示されたアンテナアセンブリをＡからＡ’に切った場合の断面図である。
【００２６】
　図１から図３を参考すると、本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００は、
磁性基板１００、内側アンテナ２００、接触部３００、基板４００、連結部５００、外側
アンテナ６００、及び接着層７００を含む。
【００２７】
　アンテナアセンブリ１０００は、無線充電の対象であるバッテリーと無線通信モジュー
ルを有する端末装置と電気的に連結できる。
【００２８】
　アンテナアセンブリ１０００は端末装置のような電子機器に内蔵できる。端末装置は、
セルラーフォン、ＰＣＳ（Personal Communication Servie）フォン、ＧＳＭ（登録商標
）フォン、ＣＤＭＡ－２０００フォン、ＷＣＤＭＡ（登録商標）フォンのような通常的な
移動電話機、ＰＭＰ（Portable Multimedia Player）、ＰＤＡ（Personal Digital Assis
tants）、スマートフォン、ＭＢＳ（Mobile Broadcast System）フォンでありうるが、こ
れに限定されるものではない。特に、アンテナアセンブリ１０００は端末装置のバックカ
バー内に埋込できる。端末装置のバックカバーが端末装置と結合される場合に、アンテナ
アセンブリ１０００の接触部３００を通じてアンテナアセンブリ１０００は端末装置と電
気的に連結できる。
【００２９】
　アンテナアセンブリ１０００が端末装置と結合される場合に、磁性基板１００は端末装
置の金属部分とアンテナアセンブリ１０００の内のアンテナとの間に位置し、アンテナア
センブリ１０００の内のアンテナに誘導される磁場が端末装置の金属部分により損失され
ることを防いで、磁束の経路を作ってくれる。特に、端末装置の金属部分は端末装置のバ
ッテリーの金属ケースでありうる。磁性基板１００は送信機から伝達を受ける磁場の方向
を変更させることができる。磁性基板１００は、送信機から伝達を受ける磁場の方向を変
更させて外部に漏出される磁場の量を減少させることができる。これによって、遮蔽効果
が生じる。磁性基板１００は、送信機から伝達を受ける磁場の方向を側方に変更させて内
側アンテナ２００と外側アンテナ６００に磁場がより集中的に伝達できるようにする。磁
性基板１００は、送信機から伝達を受ける磁場のうち、外部に漏出される磁場を吸収して
熱で放出させることができる。外部に漏出される磁場の量が減少すれば、人体に有害な影
響を及ぼす状況が防止できる。磁性基板１００は、磁性体１１０及び支持体１２０を含む
ことができる。磁性体１１０は粒子形態を有することができ、その材質はセラミックであ
りうる。支持体１２０の材質は熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を含むことができる。磁
性基板１００はシート（Sheet）形態に構成されることができ、フレキシブル（flexible
）な性質を有することができる。
【００３０】
　基板４００は、印刷回路基板（printed circuit board：ＰＣＢ）、軟性回路基板（fle
xible printed circuit board：ＦＰＣＢ）でありうる。基板４００は非磁性絶縁基板で
ありうる。特に、基板４００の材質はポリイミド（polyimide：ＰＩ）フィルムでありう
る。ポリイミドフィルムは、通常、零上４００度以上の高温や零下２６９度の低温を耐え
て、超耐熱性と超耐寒性を有しており、薄くて屈曲性に優れる。ポリイミドフィルムは耐
化学性、耐摩耗性にも強くて劣悪な環境で安定した性能を維持することができる。
【００３１】
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　内側アンテナ２００は基板４００の上に配置できる。後述するが、内側アンテナ２００
はアンテナパターンでありうる。この際、アンテナパターンの断面は一般的なコイルの形
状である円形でなく、所定の角を有する多角形でありうる。特に、アンテナパターンの断
面は四角形の形状であり、より詳しくは、台形の形状、より狭くは矩形形状でありうる。
アンテナパターンは、ラミネーティング工程とエッチング工程により基板４００の上に形
成できる。内側アンテナ２００は平面螺旋形の形状を有することができる。内側アンテナ
２００は無線充電のための無線充電アンテナでありうる。内側アンテナ２００は平面螺旋
形の外側に位置する外側端子（outer terminal）２１０、平面螺旋形の内側に位置する内
側端子（inner terminal）２２０、及び平面螺旋形の内側コイル２３０を含むことができ
る。この際、コイルはコイルパターンでありうる。
【００３２】
　外側アンテナ６００は基板４００の上に配置できる。後述するが、外側アンテナ６００
はアンテナパターンでありうる。この際、アンテナパターンの断面は一般的なコイルの形
状である円形でなく、所定の角を有する多角形でありうる。特に、アンテナパターンの断
面は四角形の形状であり、より詳しくは、台形の形状、より狭くは矩形形状でありうる。
アンテナパターンは、ラミネーティング工程とエッチング工程により基板４００の上に形
成できる。外側アンテナ６００は、平面螺旋形の形状を有することができる。外側アンテ
ナ６００は、無線通信のための無線通信アンテナでありうる。特に、外側アンテナ６００
は、近距離通信（near field communication：ＮＦＣ）アンテナでありうる。外側アンテ
ナ６００は、平面螺旋形の内側に位置する内側端子（inner terminal）６１０、平面螺旋
形の外側に位置する外側端子（outer terminal）６２０、及び平面螺旋形の外側コイル６
３０を含むことができる。この際、コイルはコイルパターンでありうる。
【００３３】
　内側アンテナ２００が形成されたレイヤは外側アンテナ６００が形成されたレイヤと同
一でありうる。内側アンテナ２００のコイルパターンの線幅は外側アンテナ６００のコイ
ルパターンの線幅より大きいことがある。内側アンテナ２００のコイルパターンの線間間
隔は外側アンテナ６００のコイルパターンの線間間隔より大きいことがある。
【００３４】
　磁性基板１００の厚さは０．３から０．６ｍｍであり、内側アンテナ２００と外側アン
テナ６００の厚さは０．８から１．４ｍｍでありうる。特に、磁性基板１００の厚さは０
．４３ｍｍであり、内側アンテナ２００と外側アンテナ６００の厚さは０．１ｍｍであり
、これを合せた厚さは０．５３ｍｍでありうる。しかしながら、この数値は例示に過ぎな
い。
【００３５】
　接着層７００は磁性基板１００の一面と基板４００の一面を接着する。この際、接着層
７００と当接する基板４００の一面は基板４００の２面のうち、内側アンテナ２００と外
側アンテナ６００が形成された面でありうる。
【００３６】
　接触部３００は端末装置と電気的に接触し、複数の連結端子３１０、複数の連結導線３
２０、基板３３０、及び複数の接触端子３４０を含む。複数の連結端子３１０は、第１連
結端子３１１、第２連結端子３１２、第３連結端子３１３、及び第４連結端子３１４を含
む。複数の連結導線３２０は、第１連結導線３２１、第２連結導線３２２、第３連結導線
３２３、及び第４連結導線３２４を含む。複数の接触端子３４０は、第１接触端子３４１
、第２接触端子３４２、第３接触端子３４３、及び第４接触端子３４４を含む。
【００３７】
　複数の連結端子３１０は、内側アンテナ２００の外側に配置できる。また、複数の連結
端子３１０は外側アンテナ６００の外側に配置できる。
【００３８】
　複数の連結導線３２０は、内側アンテナ２００の外側に配置できる。また、複数の連結
導線３２０は外側アンテナ６００の外側に配置できる。



(9) JP 6313744 B2 2018.4.18

10

20

30

40

50

【００３９】
　複数の接触端子３４０は、内側アンテナ２００の外側に配置できる。また、複数の接触
端子３４０は外側アンテナ６００の外側に配置できる。
【００４０】
　複数の連結端子３１０は、内側アンテナ２００の外側端子２１０、内側アンテナ２００
の内側端子２２０、外側アンテナ６００の内側端子６１０、外側アンテナ６００の外側端
子６２０に各々対応することができる。複数の連結導線３２０は、複数の連結端子３１０
に各々対応する。複数の接触端子３４０は、複数の連結導線３２０に各々対応する。複数
の接触端子３４０は、対応する連結導線３２０を通じて対応する連結端子３１０と電気的
に連結される。
【００４１】
　具体的に、第１接触端子３４１は第１連結導線３２１を通じて対応する第１連結端子３
１１と電気的に連結される。第２接触端子３４２は、第２連結導線３２２を通じて対応す
る第２連結端子３１２と電気的に連結される。第３接触端子３４３は、第３連結導線３２
３を通じて対応する第３連結端子３１３と電気的に連結される。第４接触端子３４４は、
第４連結導線３２４を通じて対応する第４連結端子３１４と電気的に連結される。
【００４２】
　複数の連結端子３１０、複数の連結導線３２０、及び複数の接触端子３４０は、導線パ
ターンでありうる。導線パターンは、ラミネーティング工程とエッチング工程により基板
３３０の上に形成できる。特に、複数の連結端子３１０、複数の連結導線３２０、及び複
数の接触端子３４０は、同一レイヤに形成できる。
【００４３】
　基板３３０は、印刷回路基板、軟性回路基板でありうる。また、基板３３０は非磁性絶
縁基板でありうる。特に、基板３３０の材質はポリイミドフィルムでありうる。
【００４４】
　後述するが、一実施形態において、基板３３０は基板４００とは分離された別途の基板
でありうる。
【００４５】
　更に他の実施形態において、基板３３０と基板４００とは一体形成できる。この場合、
複数の連結端子３１０、複数の連結導線３２０、複数の接触端子３４０、内側アンテナ２
００、及び外側アンテナ６００は、同一レイヤに形成できる。
【００４６】
　内側アンテナ２００が無線充電アンテナであり、外側アンテナ６００が無線通信アンテ
ナである場合に、端末装置のバックカバーが端末装置と結合されれば、内側アンテナ２０
０に電気的に連結された複数の接触端子３４０を通じて内側アンテナ２００は端末装置の
バッテリーと電気的に連結され、外側アンテナ６００に電気的に連結された複数の接触端
子３４０を通じて外側アンテナ６００は端末装置の無線通信モジュールと電気的に連結で
きる。具体的に、内側アンテナ２００に電気的に連結された第１接触端子３４１と第２接
触端子３４２を通じて内側アンテナ２００は端末装置のバッテリーと電気的に連結され、
外側アンテナ６００に電気的に連結された接触端子３４３と接触端子３４４を通じて外側
アンテナ６００は端末装置の無線通信モジュールと電気的に連結できる。
【００４７】
　連結部５００は、内側アンテナ２００を接触部３００に電気的に連結させる。また、連
結部５００は外側アンテナ６００を接触部３００に電気的に連結させる。具体的に、連結
部５００は、第１サブ連結部５０１、第２サブ連結部５０２、第３サブ連結部５０３、及
び第４サブ連結部５０４を含む。第１サブ連結部５０１は、内側アンテナ２００の外側端
子２１０を第１連結端子３１１に電気的に連結させる。第２サブ連結部５０２は、内側ア
ンテナ２００の内側端子２２０を第２連結端子３１２に電気的に連結させる。第３サブ連
結部５０３は、外側アンテナ６００の内側端子６１０を第３連結端子３１３に電気的に連
結させる。第４サブ連結部５０４は、外側アンテナ６００の外側端子６２０を第４連結端
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子３１４に電気的に連結させる。連結部５００の多様な実施形態については後述する。
【００４８】
　図４は、本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図である。
【００４９】
　図５は、本発明の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。特に、図５は図
４に図示されたアンテナアセンブリをＡからＡ’に切った場合の断面図である。
【００５０】
　特に、図４及び図５の実施形態は、図１から図３のアンテナアセンブリにおける連結部
５００を具体化したものである。
【００５１】
　図４及び図５を参考すると、基板３３０と基板４００とは一体形成される。
【００５２】
　一実施形態において、第１サブ連結部５０１、第２サブ連結部５０２、第３サブ連結部
５０３、及び第４サブ連結部５０４は、伝導性ブリッジ５２０である。
【００５３】
　更に他の実施形態において、第１サブ連結部５０１、第２サブ連結部５０２、及び第３
サブ連結部５０３は伝導性ブリッジ５２０であり、第４サブ連結部５０４は基板３３０の
上に形成された導線パターンでありうる。これは、外側アンテナ６００の外側端子６２０
及び第４連結端子３１４の間には導線パターンの形成を遮る更に他の導線パターンが存在
しないことがあるためである。以下、第４サブ連結部５０４は、基板３３０の上に形成さ
れた導線パターンであることを仮定する。
【００５４】
　連結部５００は絶縁層５３１をさらに含む。絶縁層５３１は、伝導性ブリッジ５２０が
アンテナパターンと電気的に連結されないようにする範囲内でアンテナパターンの一部と
基板４００の一部を覆っている。一実施形態において、絶縁層５３１は塗布後、乾燥され
た絶縁インキでありうる。即ち、絶縁層５３１は絶縁インキの塗布後、乾燥により形成で
きる。更に他の実施形態において、絶縁層５３１は絶縁シートでありうる。即ち、絶縁層
５３１は絶縁シートを有し、ラミネーティング工程により形成できる。
【００５５】
　伝導性ブリッジ５２０は、絶縁層５３１の上部に形成される。
【００５６】
　伝導性ブリッジ５２０は、導電性ペーストにより形成される第１サブブリッジ５２１と
メッキにより形成される第２サブブリッジ５２２を含むことができる。第１サブブリッジ
５２１の材質は揮発された導電性ペーストでありうる。ここで、導電性ペーストは銀ペー
スト（silver paste）でありうる。下部ブリッジの形成には銅メッキが利用できる。
【００５７】
　第１サブブリッジ５２１は絶縁層５３１の上部に形成され、第２サブブリッジ５２２は
第１サブブリッジ５２１の上部に形成できる。
【００５８】
　図６は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図であり、図７は本
発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの底面図であり、図８は本発明の更に
他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。特に、図８は図７に図示された
アンテナアセンブリをＡからＡ’に切った場合の断面図である。
【００５９】
　図６で点線は図６が示す面の反対面の導電パターンを示し、図７で点線は図７が示す面
の反対面の一部の導電パターンを示す。
【００６０】
　特に、図６から図８の実施形態は、図１から図３のアンテナアセンブリにおける連結部
５００を具体化したものである。
【００６１】
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　図６から図８を参考すると、基板３３０と基板４００とは一体形成される。
【００６２】
　一実施形態において、第１サブ連結部５０１、第２サブ連結部５０２、第３サブ連結部
５０３、及び第４サブ連結部５０４は、伝導性ブリッジ５２０である。
【００６３】
　更に他の実施形態において、第１サブ連結部５０１、第２サブ連結部５０２、及び第３
サブ連結部５０３は伝導性ブリッジ５２０であり、第４サブ連結部５０４は基板３３０の
上部に形成された導線パターンでありうる。これは、外側アンテナ６００の外側端子６２
０及び第４連結端子３１４の間には導線パターンの形成を遮る更に他の導線パターンが存
在しないことがあるためである。以下、第４サブ連結部５０４は基板３３０の上に形成さ
れた導線パターンであることを仮定する。
【００６４】
　伝導性ブリッジ５２０は基板４００の下部に形成される。この場合、基板４００が絶縁
性であるので、別途の絶縁層を形成する必要がないという長所がある。
【００６５】
　代りに、基板４００で内側アンテナ２００の外側端子２１０の下部に形成されたビアホ
ール５３３から提供される伝導性ビアを通じて内側アンテナ２００の外側端子２１０は第
１サブ連結部５０１の伝導性ブリッジ５２０の一端と電気的に連結される。
【００６６】
　また、基板４００で第１連結端子３１１の下部に形成されたビアホール５３３から提供
される伝導性ビアを通じて第１連結端子３１１は第１サブ連結部５０１の伝導性ブリッジ
５２０の他端と電気的に連結される。
【００６７】
　基板４００で内側アンテナ２００の内側端子２２０の下部に形成されたビアホール５３
３から提供される伝導性ビアを通じて内側アンテナ２００の内側端子２２０は第２サブ連
結部５０２の伝導性ブリッジ５２０の一端と電気的に連結される。
【００６８】
　基板４００で第２連結端子３１２の下部に形成されたビアホール５３３から提供される
伝導性ビアを通じて第２連結端子３１２は第２サブ連結部５０２の伝導性ブリッジ５２０
の他端と電気的に連結される。
【００６９】
　基板４００で外側アンテナ６００の外側端子６２０の下部に形成されたビアホール５３
３から提供される伝導性ビアを通じて外側アンテナ６００の内側端子６１０は第３サブ連
結部５０３の伝導性ブリッジ５２０の一端と電気的に連結される。
【００７０】
　基板４００で第３連結端子３１３の下部に形成されたビアホール５３３から提供される
伝導性ビアを通じて第３連結端子３１３は第４サブ連結部５０４の伝導性ブリッジ５２０
の他端と電気的に連結される。
【００７１】
　基板４００で外側アンテナ６００の外側端子６２０の下部に形成されたビアホール５３
３から提供される伝導性ビアを通じて外側アンテナ６００の外側端子６２０は第４サブ連
結部５０４の伝導性ブリッジ５２０の一端と電気的に連結される。
【００７２】
　基板４００で第４連結端子３１４の下部に形成されたビアホール５３３から提供される
伝導性ビアを通じて第４連結端子３１４は第１サブ連結部５０１の伝導性ブリッジ５２０
の他端と電気的に連結される。
【００７３】
　伝導性ブリッジ５２０は銀ペースト（silver paste）により形成される第１サブブリッ
ジ５２１及びメッキにより形成される第２サブブリッジ５２２を含むことができる。特に
、下部ブリッジの形成には銅メッキが利用できる。
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【００７４】
　第１サブブリッジ５２１は基板４００の下部に形成され、第２サブブリッジ５２２は第
１サブブリッジ５２１の下部に形成できる。
【００７５】
　図９は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの平面図であり、図１０は
本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの底面図であり、図１１は本発明の
更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの断面図である。特に、図１１は図１０に図
示されたアンテナアセンブリをＡからＡ’に切った場合の断面図である。
【００７６】
　図９で点線は図９が示す面の反対面の導電パターンを示し、図１０で点線は図１０が示
す面の反対面の一部の導電パターンを示す。
【００７７】
　特に、図９から図１１の実施形態は図１から図３のアンテナアセンブリにおける連結部
５００を具体化したものである。
【００７８】
　図９から図１１を参考すると、基板３３０と基板４００とは一体形成される。
【００７９】
　基板４００は、第１切取線４１１、第１折畳線（folding line）４２１、第１切取部４
３１、第２切取線４１２、第２折畳線４２２、第２切取部４３２、第３切取線４１３、第
３折畳線４２３、及び第３切取部４３３を含む。
【００８０】
　第１サブ連結部５０１は、第１拡張パターン５４１及び第１サブ基板５５１を含む。第
１拡張パターン５４１は、内側アンテナ２００の外側端子２１０で拡張される拡張パター
ンである。
【００８１】
　第１サブ基板５５１と基板４００とは第１折畳線４２１で一体形成される。
【００８２】
　第１切取線４１１は開いた図形（open figure）を形成し、第１切取線４１１及び第１
折畳線４２１の結合は閉じた図形（closed figure）を形成する。
【００８３】
　第１切取線４１１及び第１折畳線４２１の結合が形成する閉じた図形のサイズ及び形態
は第１切取部４３１のサイズ及び形態に対応し、第１切取部４３１のサイズ及び形態は第
１サブ基板５５１のサイズ及び形態に対応する。
【００８４】
　第１折畳線４２１は、第１切取線４１１により切り取られて形成される第１サブ基板５
５１を折り畳むための線である。
【００８５】
　第１サブ基板５５１は、第１拡張パターン５４１を収容することができるサイズと形態
を有する。
【００８６】
　第１切取部４３１は、第１切取線４１１に従う基板４００の切取と第１折畳線４２１に
従う第１サブ基板５５１の折畳（folding）により形成される。
【００８７】
　第２サブ連結部５０２は、第２拡張パターン５４２及び第２サブ基板５５２を含む。第
２拡張パターン５４２は、内側アンテナ２００の内側端子２２０で拡張される拡張パター
ンである。
【００８８】
　第２サブ基板５５２と基板４００とは、第２折畳線４２２で一体形成される。
【００８９】
　第２切取線４１２は開いた図形（open figure）を形成し、第２切取線４１２及び第２
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折畳線４２２の結合は閉じた図形（closed figure）を形成する。
【００９０】
　第２切取線４１２及び第２折畳線４２２の結合が形成する閉じた図形のサイズ及び形態
は第２切取部４３２のサイズ及び形態に対応し、第２切取部４３２のサイズ及び形態は第
２サブ基板５５２のサイズ及び形態に対応する。
【００９１】
　第２折畳線４２２は第２切取線４１２により切り取られて形成される第２サブ基板５５
２を折り畳むための線である。
【００９２】
　第２サブ基板５５２は、第２拡張パターン５４２を収容することができるサイズと形態
を有する。
【００９３】
　第２切取部４３２は、第２切取線４１２に従う基板４００の切取と第２折畳線４２２に
従う第２サブ基板５５２の折畳（folding）により形成される。
【００９４】
　第３サブ連結部５０３は、第３拡張パターン５４３及び第３サブ基板５５３を含む。第
３拡張パターン５４３は、外側アンテナ６００の内側端子６１０で拡張される拡張パター
ンである。
【００９５】
　第３サブ基板５５３と基板４００とは第３折畳線４２３で一体形成される。
【００９６】
　第３切取線４１３は開いた図形（open figure）を形成し、第３切取線４１３及び第３
折畳線４２３の結合は閉じた図形（closed figure）を形成する。
【００９７】
　第３切取線４１３及び第３折畳線４２３の結合が形成する閉じた図形のサイズ及び形態
は第３切取部４３３のサイズ及び形態に対応し、第３切取部４３３のサイズ及び形態は第
３サブ基板５５３のサイズ及び形態に対応する。
【００９８】
　第３折畳線４２３は、第３切取線４１３により切り取られて形成される第３サブ基板５
５３を折り畳むための線である。
【００９９】
　第３サブ基板５５３は、第３拡張パターン５４３を収容することができるサイズと形態
を有する。
【０１００】
　第３切取部４３３は、第３切取線４１３に従う基板４００の切取と第３折畳線４２３に
従う第３サブ基板５５３の折畳（folding）により形成される。
【０１０１】
　一実施形態において、第４サブ連結部５０４は基板３３０の上部に形成された導線パタ
ーンでありうる。この場合、第４サブ連結部５０４に該当する導線パターンの周りには切
取線と折畳線が備えられず、代りに第４サブ連結部５０４に該当する導線パターンは第４
接触端子３４４に電気的に連結される。
【０１０２】
　更に他の実施形態において、基板４００は第４切取線（図示せず）、第４折畳線（図示
せず）、及び第４切取部（図示せず）を含むことができる。
【０１０３】
　第４サブ連結部５０４は、第４拡張パターン（図示せず）及び第４サブ基板（図示せず
）を含むことができる。第４拡張パターンは、外側アンテナ６００の内側端子６１０で拡
張される拡張パターンである。
【０１０４】
　第４サブ基板と基板４００とは第４折畳線で一体形成される。
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【０１０５】
　第４切取線は開いた図形（open figure）を形成し、第４切取線及び第４折畳線の結合
は閉じた図形（closed figure）を形成する。
【０１０６】
　第４折畳線は、第４切取線により切り取られて形成される第４サブ基板を折り畳むため
の線である。
【０１０７】
　第４切取線及び第４折畳線の結合が形成する閉じた図形のサイズ及び形態は第４切取部
のサイズ及び形態に対応し、第４切取部のサイズ及び形態は第４サブ基板のサイズ及び形
態に対応する。
【０１０８】
　第４サブ基板は、第４拡張パターン（図示せず）を収容することができるサイズと形態
を有する。
【０１０９】
　第４切取部は、第４切取線に従う基板４００の切取と第４折畳線に従う第４サブ基板の
折畳（folding）により形成される。
【０１１０】
　図９から図１１を参考すると、第１折畳線４２１に従う第１サブ基板５５１が折畳され
れば、基板４００の下部に第１サブ基板５５１が形成される。そして、第１サブ基板５５
１の下部に第１拡張パターン５４１が設けられる。第１連結端子３１１と第１拡張パター
ン５４１の端子は基板４００の内で第１連結端子３１１の下部に形成されるビアホール５
３３と第１サブ基板５５１の内で第１拡張パターン５４１の端子の上部に形成されるビア
ホール５３３により電気的に連結できる。特に、第１連結端子３１１と第１拡張パターン
５４１の端子はビアホール５３３から提供される伝導性ビアの熱圧着、その伝導性ビアの
周辺に提供される伝導性物質により電気的に連結できる。ここで、伝導性物質は、導電性
ペースト、ソルダでありうる。
【０１１１】
　また、第２折畳線４２２に従う第２サブ基板５５２が折畳されれば、基板４００の下部
に第２サブ基板５５２が形成される。そして、第２サブ基板５５２の下部に第２拡張パタ
ーン５４２が設けられる。第２連結端子３１２と第２拡張パターン５４２の端子は基板４
００の内で第２連結端子３１２の下部に形成されるビアホール５３３と第２サブ基板５５
２の内で第２拡張パターン５４２の端子の上部に形成されるビアホール５３３により電気
的に連結できる。特に、第２連結端子３１２と第２拡張パターン５４２の端子はビアホー
ル５３３から提供される伝導性ビアの熱圧着、その伝導性ビアの周辺に提供される伝導性
物質により電気的に連結できる。ここで、伝導性物質は、導電性ペースト、ソルダであり
うる。
【０１１２】
　また、第３折畳線４２３に従う第３サブ基板５５３が折畳されれば、基板４００の下部
に第３サブ基板５５３が形成される。そして、第３サブ基板５５３の下部に第３拡張パタ
ーン５４３が設けられる。第３連結端子３１３と第３拡張パターン５４３の端子は基板４
００の内で第３連結端子３１３の下部に形成されるビアホール５３３と第３サブ基板５５
３の内で第３拡張パターン５４３の端子の上部に形成されるビアホール５３３により電気
的に連結できる。特に、第３連結端子３１３と第３拡張パターン５４３の端子はビアホー
ル５３３から提供される伝導性ビアの熱圧着、その伝導性ビアの周辺に提供される伝導性
物質により電気的に連結できる。ここで、伝導性物質は、導電性ペースト、ソルダであり
うる。
【０１１３】
　図１２は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の斜視図であり
、図１３は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の平面図であり
、図１４は図１３の接触部３００に図示された点線に沿ってＡからＡ’に切った場合、ア
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ンテナアセンブリ１０００の断面図である。
【０１１４】
　図１２から図１４を参考すると、アンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００、内
側アンテナ２００、及び接触部３００を含むことができる。接触部３００は、第１接触端
子３４１、第２接触端子３４２、第１連結導線３２１、第２連結導線３２２、及び基板３
３０を含むことができる。図１３及び図１４では、第１接触端子３４１、第２接触端子３
４２、第１連結導線３２１、第２連結導線３２２、及び基板３３０の図示は省略された。
【０１１５】
　アンテナアセンブリ１０００は、送信側から無線で電力を受信することができる。一実
施形態において、アンテナアセンブリ１０００は電磁気誘導を用いて無線で電力を受信す
ることができる。一実施形態において、アンテナアセンブリ１０００は共振を用いて無線
で電力を受信することができる。
【０１１６】
　また、図１２を説明すると、内側アンテナ２００は、外側端子２１０、内側端子２２０
、及び内側コイル２３０を含むことができる。内側コイル２３０は、導電層または導電パ
ターンを形成することができる。
【０１１７】
　外側端子２１０は内側コイル２３０の一端に、内側端子２２０は内側コイル２３０の他
端に位置する。
【０１１８】
　外側端子２１０及び内側端子２２０は、接触部３００との電気的な連結に必要とする端
子である。
【０１１９】
　内側コイル２３０は、１つの導線が複数回巻き取られたコイルパターンを形成すること
ができる。一実施形態において、コイルパターンは平面螺旋構造であるが、これに限定さ
れる必要はなく、多様なパターンを形成することができる。
【０１２０】
　内側アンテナ２００は磁性基板１００の上面に直接配置できる。一実施形態において、
内側アンテナ２００と磁性基板１００との間には接着層（図示せず）がさらに配置できる
。
【０１２１】
　内側アンテナ２００は導電体を含むことができる。導電体には金属または合金が利用で
きる。一実施形態において、金属は銀または銅が使用できるが、これに限定されるもので
はない。
【０１２２】
　内側アンテナ２００は送信側から無線で受信した電力を接触部３００に伝達することが
できる。内側アンテナ２００は送信側から電磁気誘導または共振を用いて電力を受信する
ことができる。
【０１２３】
　接触部３００の第１連結端子３１１は内側アンテナ２００の外側端子２１０と電気的に
連結されることができ、接触部３００の第２連結端子３１２は内側アンテナ２００の内側
端子２２０と電気的に連結できる。
【０１２４】
　基板３３０は配線層を含むことができ、配線層は後述する受信回路などが配置できる。
【０１２５】
　接触部３００は、受信回路（図示せず）と内側アンテナ２００との間を連結して内側ア
ンテナ２００から伝達を受けた電力を受信回路（図示せず）を通じて負荷（図示せず）に
伝達することができる。受信回路は、交流電力を直流電力に変換する整流回路及び変換さ
れた直流電力からリップル成分を除去して負荷に伝達する平滑回路を含むことができる。
【０１２６】
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　図１３及び図１４は、内側アンテナ２００と接触部３００とが連結された状態の場合、
本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の詳細な構成を説明するた
めの図である。
【０１２７】
　図１３は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の平面図であ
る。
【０１２８】
　図１３は、内側アンテナ２００と接触部３００とが互いに接続されている状態を示して
いる。
【０１２９】
　一実施形態において、内側アンテナ２００と接触部３００との間の電気的な連結はソル
ダによりなされることができる。具体的に、第１サブ連結部５０１はソルダ１０に該当し
、第２サブ連結部５０２はソルダ２０に該当することができる。即ち、内側アンテナ２０
０の外側端子２１０と接触部３００の第１連結端子３１１とは第１ソルダ１０により電気
的に連結されることができ、内側アンテナ２００の内側端子２２０と接触部３００の第２
連結端子３１２とは第２ソルダ２０により電気的に連結できる。具体的に、内側アンテナ
２００の外側端子２１０は第１ソルダ１０のビアホールを通じて接触部３００の第１連結
端子３１１と電気的に連結されることができ、内側アンテナ２００の内側端子２２０は第
２ソルダ２０のビアホールを通じて接触部３００の第２連結端子３１２と電気的に連結で
きる。
【０１３０】
　図１３で、接触部３００に図示された点線に沿ってＡからＡ’に切った断面に対する説
明は図１４で説明する。
【０１３１】
　図１４は、図１３の接触部３００に図示された点線に沿ってＡからＡ’に切った場合、
アンテナアセンブリ１０００の断面図である。
【０１３２】
　図１４を参考すると、磁性基板１００上面には内側アンテナ２００の構成要素である外
側端子２１０、内側端子２２０、及び内側コイル２３０が配置されている。
【０１３３】
　本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００の上
面に内側アンテナ２００が直接配置されているので、既存のＦＰＣＢの上にコイルパター
ンを形成した場合とは異なり、全体的な厚さを格段に減少させることができる。
【０１３４】
　前述したように、磁性基板１００の厚さは０．３から０．６ｍｍであり、内側アンテナ
２００の厚さは０．８から１．４ｍｍでありうる。特に、磁性基板１００の厚さは０．４
３ｍｍであり、内側アンテナ２００の厚さは０．１ｍｍであり、これを合せた厚さは０．
５３ｍｍでありうる。しかしながら、この数値は例示に過ぎない。
【０１３５】
　即ち、内側アンテナ２００を導電体、導電パターン、薄膜のような形態に構成すること
によって、アンテナアセンブリ１０００の厚さを減少させることができる。これは、この
頃携帯用端末機のようにスリム化を要求している電子機器に適用すれば、携帯用端末機の
全厚さを減少させ、かつ送信側からの電力の受信に有用な効果をもたらすことができる。
【０１３６】
　内側アンテナ２００の上側には接触部３００が直接配置されている。内側アンテナ２０
０の上側に接触部３００が直接配置されることによって、内側アンテナ２００と接触部３
００とが容易に接続できる。
【０１３７】
　内側アンテナ２００の外側端子２１０は、ソルダ１０により接触部３００の第１連結端
子３１１と接続される。
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【０１３８】
　内側アンテナ２００の内側端子２２０は、ソルダ２０により接触部３００の第２連結端
子３１２と接続される。
【０１３９】
　内側コイル２３０の幅（Ｗ）と厚さ（Ｔ）は、所定の値を有するように設計できる。内
側コイル２３０と内側コイル２３０との間の間隔も所定の距離値を有するように設計でき
る。
【０１４０】
　図１５から図１９は、本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の製造方
法を説明するための図である。
【０１４１】
　アンテナアセンブリ１０００の構成は、図１２から図１４で説明したものと本質的に結
合できる。
【０１４２】
　まず、図１５を参考すると、磁性基板１００が形成される。
【０１４３】
　次に、図１６を参考すると、磁性基板１００の上面に直接導電体２０１を積層させる。
一実施形態においては、磁性基板１００の上面に接着層が積層された後、導電体２０１が
積層されることもできる。
【０１４４】
　一実施形態において、磁性基板１００の上面に導電体２０１を積層させる方法は導電体
２０１を所定の温度で加熱し、その後、所定の圧力を加えるラミネーティング（laminati
ng）工程が使用できる。ラミネーティング（laminating）工程とは、熱と圧力を用いて互
いに異なる種類の金属箔、紙などを接着させる工程を意味する。
【０１４５】
　次に、図１７を参考すると、導電体２０１の上面にマスク５０が積層される。マスク５
０は、内側アンテナ２００の外側端子２１０、内側端子２２０、内側コイル２３０が形成
される位置の上面のみに積層できる。
【０１４６】
　次に、図１８を参考すると、図１７の状態でエッチング液に浸すと、マスク５０が位置
しない溝部分がエッチングされる。すると、導電体２０１は一定な導電パターンを形成す
るようになる。
【０１４７】
　その後、マスク５０を除去すれば、アンテナアセンブリ１０００の内側アンテナ２００
が形成される。
【０１４８】
　次に、図１９を参考すると、内側アンテナ２００と接触部３００とが接続されるように
ソルダリング作業を経る。
【０１４９】
　即ち、内側アンテナ２００の外側端子２１０と接触部３００の第３連結端子３１０とを
ソルダ１０により接続させ、内側アンテナ２００の第２連結端子２００と接触部３００の
第４連結端子３２０とをソルダ２０により接続させる。
【０１５０】
　前記のように磁性基板１００の上面に直接内側アンテナ２００を配置させることによっ
て、アンテナアセンブリ１０００の全厚さを格段に減少させることができ、ラミネーティ
ングとエッチング過程のみを通じてアンテナアセンブリ１０００を製造することができる
ので、工程が単純化される効果がある。
【０１５１】
　図２０は、図１３の接触部３００に図示された点線に沿ってＡからＡ’に切った場合、
本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の断面図である。
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【０１５２】
　図２０を参考すると、アンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００、内側アンテナ
２００、接触部３００、及び接着層７００を含むことができる。
【０１５３】
　磁性基板１００、内側アンテナ２００、及び接触部３００は、図１２で説明したものと
同一である。
【０１５４】
　接着層７００は、磁性基板１００と内側アンテナ２００との間に配置されて磁性基板１
００と内側アンテナ２００とを接着させる。
【０１５５】
　図２１は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の平面図であ
る。
【０１５６】
　図２１を参考すると、アンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００、内側アンテナ
２００、接触部３００、及び外側アンテナ６００を含むことができる。接触部３００は、
第１連結端子３１１、第２連結端子３１２、第３連結端子３１３、第４連結端子３１４、
第１連結導線３２１、第２連結導線３２２、第３連結導線３２３、第４連結導線３２４、
第１接触端子３４１、第２接触端子３４２、第３接触端子３４３、及び第４接触端子３４
４を含むことができるが、その図示は省略された。
【０１５７】
　磁性基板１００、内側アンテナ２００、及び接触部３００についての説明は、図１２か
ら図１４で説明したものと同一である。
【０１５８】
　外側アンテナ６００は、内側端子６１０、外側端子６２０、及び外側コイル６３０を含
む。
【０１５９】
　外側アンテナ６００の内側端子６１０及び外側端子６２０は、接触部３００に接続され
る。
【０１６０】
　外側アンテナ６００は、近距離無線通信可能なリーダー機と通信を遂行することができ
る。外側アンテナ６００は、前記リーダ機と情報を送受信するアンテナの役割を遂行する
。
【０１６１】
　一実施形態において、外側アンテナ６００は内側アンテナ２００の外郭に配置できる。
一実施形態において、内側アンテナ２００が磁性基板１００の中央に配置された場合、外
側アンテナ６００は内側アンテナ２００を覆いかぶせるように磁性基板１００の外郭に沿
って配置できる。外側アンテナ６００は、１つの導線が複数回巻き取られた四角形の構造
を有することができるが、これに限定されるものではない。
【０１６２】
　外側アンテナ６００は、内側アンテナ２００のように、導電パターン及び導電層を形成
することができる。
【０１６３】
　外側アンテナ６００で使われる近距離通信規格は多様な技術が使用できるが、ＮＦＣ（
Near Field Communication）を用いることが好ましい。ＮＦＣ（Near Field Communicati
on）は１３．５６ＭＨｚの帯域を有し、近い距離の無線通信を行うための技術である。
【０１６４】
　外側アンテナ６００は、磁性基板１００の上面に直接配置できる。
【０１６５】
　外側アンテナ６００が磁性基板１００に配置される方法は、前記図１５で説明した製造
方法と同一でありうる。
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【０１６６】
　次に、図２２から図２４で本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１００
０の詳細な構成を説明する。
【０１６７】
　図２２は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の斜視図であ
る。
【０１６８】
　図２２を参考すると、アンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００、内側アンテナ
２００、及び接触部３００を含む。接触部３００は、第１接触端子３４１、第２接触端子
３４２、第１連結導線３２１、第２連結導線３２２、及び基板３３０を含むことができる
。図２３及び図２４では、第１接触端子３４１、第２接触端子３４２、第１連結導線３２
１、第２連結導線３２２、及び基板３３０の図示は省略された。
【０１６９】
　内側アンテナ２００及び接触部３００についての説明は図１２で説明したものと同一で
ある。但し、磁性基板１００の場合、一部の構造が異なるので、これを中心に説明する。
【０１７０】
　図２２を参考すると、磁性基板１００は、接触部３００の構造と同一な構造を有する収
容領域１３０を形成している。即ち、図１２の場合、磁性基板１００の上面に内側アンテ
ナ２００が配置され、内側アンテナ２００の上に接触部３００が連結される構造であるが
、図２２の場合、磁性基板１００自体に接触部３００の構造と同一な構造に該当する部分
だけ収容領域１３０が形成されて、内側アンテナ２００の下側に接触部３００が配置でき
る。
【０１７１】
　図２３は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の平面図であ
る。
【０１７２】
　図２３は、内側アンテナ２００と接触部３００とが互いに接続されている状態を示して
いる。
【０１７３】
　接触部３００の厚さは磁性基板１００の厚さと等しいか小さいことがある。接触部３０
０はフレキシブルな印刷回路基板（ＦＰＣＢ：Flexible PCB）で具現できる。
【０１７４】
　接触部３００は、磁性基板１００の収容領域１３０に配置できる。
【０１７５】
　接触部３００の厚さが磁性基板１００の厚さと等しいか小さければ、図１４の実施形態
とは異なり、接触部３００の厚さだけアンテナアセンブリ１０００の全厚さが減少する。
また、磁性基板１００が収容領域１３０だけ磁性体１１０及び支持体１２０が少なく必要
であるので、費用上の利点がある。
【０１７６】
　図２４は、図２３の接触部３００に図示された点線に沿ってＢからＢ’に切った場合、
アンテナアセンブリ１０００の断面図である。
【０１７７】
　接触部３００の厚さは磁性基板１００の厚さより小さい場合を仮定して説明する。
【０１７８】
　図２４を参考すると、接触部３００の上面には内側アンテナ２００の構成要素である外
側端子２１０、内側端子２２０、及び内側コイル２３０が配置されている。
【０１７９】
　内側アンテナ２００の下側には接触部３００が配置されている。
【０１８０】
　内側アンテナ２００の外側端子２１０は第１サブ連結部５０１に該当するソルダ１０に
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より接触部３００の第１連結端子３１１と接続される。
【０１８１】
　内側アンテナ２００の内側端子２２０は第１サブ連結部５０１に該当するソルダ２０に
より接触部３００の第２連結端子３１２と接続される。
【０１８２】
　内側コイル２３０の幅（Ｗ）と厚さ（Ｔ）は所定の値を有するように設計できる。内側
コイル２３０と内側コイル２３０との間の間隔も所定の距離値を有するように設計できる
。
【０１８３】
　図２４を参考すると、接触部３００の厚さが磁性基板１００の厚さより小さいので、図
１４の実施形態とは異なり、接触部３００の厚さだけアンテナアセンブリ１０００の全厚
さが減少する。また、磁性基板１００が図２１で図示した収容領域１３０だけ磁性体１１
０及び支持体１２０が少なく必要であるので、費用上の利点がある。
【０１８４】
　次に、図２５から図３１で本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１００
０について詳細に説明する。
【０１８５】
　図２５は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の斜視図であり
、図２６は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の平面図であり
、図２７は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００をＣからＣ’に
切った断面図であり、図２８から図３２は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセ
ンブリ１０００の製造方法を説明するための図である。
【０１８６】
　まず、図２５を参照すると、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０
００は、磁性基板１００、内側アンテナ２００、及び接触部３００を含むことができる。
【０１８７】
　一実施形態において、アンテナアセンブリ１０００は送信側から電磁気誘導により電力
を受信することができる。この場合、内側アンテナ２００のコイル２１０は送信側のコイ
ルと電磁気誘導により無線で電力を受信することができる。
【０１８８】
　一実施形態において、アンテナアセンブリ１０００は送信側から共振により電力を受信
することができる。この場合、内側アンテナ２００の内側コイル２３０は送信側の送信共
振コイルと共振周波数で動作して電力を受信する受信共振コイル及び受信共振コイルとカ
ップリングされて伝達を受けた電力を受信回路に伝達する受信誘導コイルを含むことがで
きる。
【０１８９】
　磁性基板１００は、送信側から伝達を受ける磁場の方向を変更させることができる。
【０１９０】
　磁性基板１００は送信側から伝達を受ける磁場の方向を変更させて外部に漏出される磁
場の量を減少させることができる。これによって、遮蔽効果を有することができる。
【０１９１】
　磁性基板１００は送信側から伝達を受ける磁場の方向を側方に変更させて内側アンテナ
２００に磁場がより集中的に伝達できるようにする。
【０１９２】
　磁性基板１００は、送信側から伝達を受ける磁場のうち、外部に漏出される磁場を吸収
して熱で放出させることもできる。外部に漏出される磁場の量が減少すれば、人体に有害
な影響を及ぼす状況が防止できる。
【０１９３】
　図２７を参考すると、磁性基板１００は磁性体１１０及び支持体１２０を含むことがで
きる。
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【０１９４】
　磁性体１１０は、粒子またはセラミックの形態を含むことができる。一実施形態におい
て、磁性体１１０はスピネルタイプ、ヘキサタイプ、センダストタイプ、パーマロイタイ
プの磁性体のうち、いずれか１つでありうる。
【０１９５】
　支持体１２０は熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を含むことができ、磁性基板１００を
支持する役割を遂行する。
【０１９６】
　磁性基板１００はシート（Sheet）形態に構成されることができ、フレキシブル（flexi
ble）な性質を有することができる。
【０１９７】
　また、図２５を説明すると、内側アンテナ２００は、外側端子２１０、内側端子２２０
、及び内側コイル２３０を含むことができる。内側コイル２３０は、導電層または導電パ
ターンを形成することができる。
【０１９８】
　内側アンテナ２００は、磁性基板１００の内部に配置できる。具体的に、内側アンテナ
２００は磁性基板１００の内部に陥没されて配置できる。より詳しくは、磁性基板１００
はパターン溝を含むことができ、前記パターン溝には前記内側アンテナ２００が配置でき
る。前記パターン溝は、前記内側アンテナ２００が形成する導電パターンまたは導電層の
形態と同一な形態を有することができる。
【０１９９】
　内側アンテナ２００の厚さは磁性基板１００の厚さより小さく、内側アンテナ２００の
上側は磁性基板１００の外部に露出できる。
【０２００】
　磁性基板１００に内側アンテナ２００及び接触部３００が配置されてアンテナアセンブ
リ１０００が製造される工程は、図２８から図３２で後述する。
【０２０１】
　内側アンテナ２００の外側端子２１０は内側コイル２３０の一端に、内側端子２２０は
内側コイル２３０の他端に位置する。
【０２０２】
　内側アンテナ２００の外側端子２１０及び内側端子２２０は接触部３００との接続のた
めに必要な端子である。
【０２０３】
　内側コイル２３０は１つの導線が複数回巻かれたパターンを形成することができる。一
実施形態において、パターンは平面螺旋構造であるが、これに限定される必要はなく、多
様なパターンを形成することができる。
【０２０４】
　内側アンテナ２００は送信側から無線で受信した電力を接触部３００に伝達することが
できる。内側アンテナ２００は送信側から電磁気誘導または共振を用いて受信した電力を
接触部３００に伝達することができる。
【０２０５】
　接触部３００は、第１連結端子３１１、第２連結端子３１２、及び基板３３０を含むこ
とができる。
【０２０６】
　接触部３００の第１連結端子３１１は内側アンテナ２００の外側端子２１０と接続され
ることができ、接触部３００の第２連結端子３１２は内側アンテナ２００の内側端子２２
０と接続できる。
【０２０７】
　基板３３０は配線層を含むことができ、配線層は後述する受信回路などを含むことがで
きる。
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【０２０８】
　接触部３００は受信回路（図示せず）と内側アンテナ２００との間を連結して内側アン
テナ２００から伝達を受けた電力を受信回路を通じて負荷（図示せず）に伝達することが
できる。受信回路は交流電力を直流電力に変換する整流回路（図示せず）及び変換された
直流電力からリップル成分を除去して負荷に伝達する平滑回路（図示せず）を含むことが
できる。
【０２０９】
　図２６及び図２７は、内側アンテナ２００と接触部３００とが連結された状態の場合、
本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の詳細な構成を説明するた
めの図である。
【０２１０】
　図２６は、内側アンテナ２００と接触部３００とが互いに接続している状態を示してい
る。
【０２１１】
　内側アンテナ２００と接触部３００との間の接続はソルダによりなされることができる
。
【０２１２】
　図２７を参照すると、内側アンテナ２００の外側端子２１０と接触部３００の第１連結
端子３１１とは第１ソルダ１０により連結されることができ、内側アンテナ２００の内側
端子２２０と接触部３００の第２連結端子３１２とは第２ソルダ２０により連結できる。
具体的に、内側アンテナ２００の外側端子２１０は第１ソルダ１０のビアホールを通じて
接触部３００の第１連結端子３１１と連結されることができ、内側アンテナ２００の内側
端子２２０は第２ソルダ２０のビアホールを通じて接触部３００の第２連結端子３１２と
連結できる。
【０２１３】
　一実施形態において、前記ビアホールはレーザーを用いて形成できる。この際、レーザ
ーはＵＶレーザー、ＣＯ２レーザーなどが利用できる。
【０２１４】
　図２７を参照すると、磁性基板１００及び内側アンテナ２００が接触部３００と接続さ
れているアンテナアセンブリ１０００の断面図が図示されている。
【０２１５】
　即ち、磁性基板１００のパターン溝１４０には内側アンテナ２００の構成要素である外
側端子２１０、内側端子２２０、及び内側コイル２３０が配置できる。
【０２１６】
　また、磁性基板１００及び内側アンテナ２００が接触部３００と接続している状態が図
示されている。
【０２１７】
　内側コイル２３０の幅（Ｗ）と厚さ（Ｔ）、及び磁性基板１００の厚さ（Ｔ１）は所定
の値を有するように設計できる。一実施形態において、内側コイル２３０の厚さは０．１
ｍｍ、磁性基板１００の厚さは０．４３ｍｍであるが、これは例示に過ぎない。一実施形
態において、内側コイル２３０の厚さ（Ｔ）は磁性基板１００の厚さ（Ｔ１）より小さい
ことがある。
【０２１８】
　本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００のパ
ターン溝１４０に内側アンテナ２００が直接配置されているので、内側アンテナ２００の
厚さだけアンテナアセンブリ１０００が取り付けられた電子機器の全厚さが減少できる。
本発明の更に他の実施形態を携帯用端末機のようなアンテナアセンブリ１０００を取り付
けている電子機器に適用すれば、スリム化が要求されている携帯用端末機の全厚さを減少
させる効果が得られる。
【０２１９】
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　また、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１０
０のパターン溝１４０に内側アンテナ２００が配置されており、既存のＦＰＣＢ上にコイ
ルパターンを形成した場合とは異なり、アンテナアセンブリ１０００が取り付けられた電
子機器の全サイズが減少できる。
【０２２０】
　図２８から図３２は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の
製造方法を説明するための図である。
【０２２１】
　以下、図２５から図２７の内容と結付させて、本発明の更に他の実施形態に係るアンテ
ナアセンブリ１０００の製造方法を説明する。
【０２２２】
　まず、図２８を参照すると、磁性基板１００が配置される。一実施形態において、磁性
基板１００はポリエチレン系ゴムの上にセンダスト（sendust）合金系（Ａｌ、Ｆｅ、Ｓ
ｉＯ２）金属粉末を塗布し、表面に酸化被膜を形成して製造できる。
【０２２３】
　次に、図２９を参照すると、磁性基板１００に内側アンテナ２００を収容することがで
きるパターン溝を形成するために、金型１を用いて熱と圧力を同時に加える。金型１は内
側アンテナ２００の形状と同一であるように製作できる。一実施形態において、金型１の
材料には、アルミニウム合金、銅合金、鋳鉄などが使用できる。
【０２２４】
　金型１には無線で電力を受信するための内側アンテナ２００が配置される位置に対応し
た突出部が形成できる。
【０２２５】
　金型１を用いて熱を加える時、磁性基板１００の構成要素であるセンダスト合金系金属
粉末の特性を考慮して特定温度を有する熱を加える。一実施形態において、磁性基板１０
０が前記ポリエチレン系ゴムの上にセンダスト（sendust）合金系金属粉末を塗布して製
造された場合、金型１を用いて熱と圧力を加える時、１００度以上１８０度以下の温度で
高圧で圧力を加えた後、１００度以下の温度に冷却させた後、磁性基板１００から金型１
を分離する。金型１を用いて磁性基板１００に圧力を加えた後、金型１を直ぐ分離すれば
、パターン溝１４０に残っている熱により所望のパターン溝１４０が形成されないことが
あるので、１００度以下に冷却させた後、磁性基板１００から金型１を分離させる必要が
ある。
【０２２６】
　仮に、磁性基板１００にセンダスト合金系金属粉末を使用する場合、粉末の配列、密度
などによって加える温度と圧力が変わることがある。即ち、粉末の配列が均一でない場合
には、より高い温度と圧力を加えなければならず、粉末の配列が均一な場合には粉末の配
列が均一でない場合に比べてより低い温度及び圧力を加えてもよい。また、粉末の密度が
低い場合には高い場合に比べてより低い温度及び圧力を加えてもよい。また、粉末の成分
、即ち粉末を構成する合金によって加えられる温度及び圧力が変わることもできる。
【０２２７】
　このように、粉末の配列、密度、成分によって加えられる温度は変わることができる。
【０２２８】
　一実施形態において、金型１を用いて熱と圧力を加える代わり、磁性基板１００に内側
アンテナ２００を収容することができるパターン溝を形成するためにレーザーを照射する
ことができる。パターン溝は紫外線領域の波長を有するレーザービームを発射するエキシ
マレーザー（excimer laser）を使用して形成できる。前記エキシマレーザーはＫｒＦエ
キシマレーザー（クリプトンフッ素、中心波長２４８ｎｍ）またはＡｒＦエキシマレーザ
ー（アルゴンフッ素、中心波長１９３ｎｍ）などが使用できる。
【０２２９】
　次に、図３０を参照すると、図３０は金型１を磁性基板１００から分離時、パターン溝
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１４０が形成された磁性基板１００の状態を示している。
【０２３０】
　次に、図３１を参照すると、図３０の状態で磁性基板１００に形成されたパターン溝１
４０に内側アンテナ２００を挿入する。内側アンテナ２００が挿入されれば、磁性基板１
００のパターン溝１４０は一定な導電パターンが形成される。
【０２３１】
　一実施形態において、磁性基板１００のパターン溝１４０に内側アンテナ２００が挿入
される過程はメッキまたは内側アンテナ２００が形成する導電パターンを有するようにエ
ッチング過程を経た金属を挿入する方法が使用できる。
【０２３２】
　具体的に、メッキはパターン溝１４０を金属物質で充填する工程を通じて内側アンテナ
２００が形成できる。この際、前記金属物質はＣｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ａｕ、Ｎｉ、及びＰｄ
のうちから選択されるいずれか１つの物質であり、前記金属物質充填は、無電解メッキ、
電解メッキ、スクリーン印刷（Screen Printing）、スパッタリング（Sputtering）、蒸
発法（Ecaporation）、インクジェッティング、及びディスフェンシングのうち、いずれ
か１つまたはこれらを組み合わせた方式を用いることができる。
【０２３３】
　次に、図３２を参照すると、内側アンテナ２００と接触部３００とが接続されるように
ソルダリング作業を経る。
【０２３４】
　即ち、内側アンテナ２００の外側端子２１０と接触部３００の第１連結端子３１１とを
ソルダ１０により接続させ、内側アンテナ２００の第２連結端子２００と接触部３００の
第２連結端子３１２とをソルダ２０により接続させる。
【０２３５】
　このように、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の製造方法
は、磁性基板１００にパターン溝を形成し、形成されたパターン溝に内側アンテナ２００
を配置させることによって、アンテナアセンブリ１０００の全厚さを減少させることがで
き、パターン溝を形成する過程及びコイル部を挿入する過程のみを通じてアンテナアセン
ブリ１０００を製造することができるので、製造工程が単純化される効果がある。
【０２３６】
　図３３は本発明の更に他の実施形態によって磁性基板の上面にコイル部を配置した場合
、使用周波数に従うコイル部のインダクタンス、抵抗、Ｑ値の変化を説明するための図で
あり、図３４は本発明の更に他の実施形態によって磁性基板の内部のパターン溝にコイル
部を配置した場合、使用周波数に従う内側アンテナ２００のインダクタンス、抵抗、Ｑ値
の変化を説明するための図である。
【０２３７】
　内側アンテナ２００のインダクタンス、抵抗、及びＱ値の関係式は、次の＜数式１＞に
より表現できる。
【０２３８】
　（数１）
　Ｑ＝ｗ＊Ｌ／Ｒ
【０２３９】
　＜数式１＞で、ｗは電力伝送時に使われる周波数であり、Ｌは内側アンテナ２００のイ
ンダクタンス、Ｒは内側アンテナ２００の抵抗を示す。
【０２４０】
　＜数式１＞で確認できるように、内側アンテナ２００のインダクタンスはその値が増加
するほどＱ値が高まる。Ｑ値が増加すれば、電力伝送効率がよくなる。内側アンテナ２０
０の抵抗は内側アンテナ２００自体で発生する電力損失量を数値化したものであり、その
値が小さいほどＱ値が増加する。
【０２４１】
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　図３３及び図３４を参照すると、使用周波数が１５０ｋＨｚの時を比較すると、本発明
の更に他の実施形態によって磁性基板１００の上面に内側アンテナ２００を配置した場合
に比べて、図３４は本発明の更に他の実施形態によって磁性基板１００の内部のパターン
溝１４０に内側アンテナ２００を配置した場合、内側アンテナ２００のインダクタンスは
約９９８６．９２ｕｍから約１０３３９．３４ｕｍに、３５２．４２ｕｍだけ増加し、内
側アンテナ２００の抵抗は約０．９１０オームから約０．８５３オームに、０．０５７オ
ームだけ減少したことを確認することができる。結局、インダクタンスの増加及び抵抗の
減少量だけＱ値が増加する。
【０２４２】
　したがって、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００は、磁性基
板１００の内部のパターン溝に内側アンテナ２００を配置してＱ値を高めることができる
。
【０２４３】
　図３５は本発明の更に他の実施形態によって磁性基板の上面にコイル部を配置した場合
、磁場の放射パターンを示すためのＨ－Ｆｉｅｌｄであり、図３６は本発明の更に他の実
施形態によって磁性基板の内部のパターン溝にコイル部を配置した場合、磁場の放射パタ
ーンを示すためのＨ－Ｆｉｅｌｄである。
【０２４４】
　図３５及び図３６を参照すると、磁性基板１００の内部のパターン溝に内側アンテナ２
００を配置した場合が磁性基板１００の上面にコイル部を配置した場合に比べて、内側ア
ンテナ２００の外側で磁場がより多く放射されることを確認することができる。これは、
磁性基板１００の内部に内側アンテナ２００が陥没された構造により外部に向ける磁場の
方向を内側アンテナ２００の側方に変更させるためである。
【０２４５】
　また、磁性基板１００の内部のパターン溝に内側アンテナ２００を配置した場合が磁性
基板１００の上面に内側アンテナ２００を配置した場合に比べて、内側アンテナ２００の
内側で磁場がより多く放射されることを確認することができる。これもまた、磁性基板１
００の内部に内側アンテナ２００が陥没された構造により外部に向ける磁場の方向を内側
アンテナ２００の側方に変更させるためである。
【０２４６】
　図３５及び図３６を参照すると、アンテナアセンブリ１０００は外側アンテナ６００を
さらに含むことができる。
【０２４７】
　外側アンテナ６００は近距離無線通信可能なリーダ機と通信を遂行することができる。
外側アンテナ６００は、前記リーダ機と情報を送受信するアンテナの役割を遂行する。
【０２４８】
　一実施形態において、外側アンテナ６００は内側アンテナ２００の外郭に配置できる。
一実施形態において、内側アンテナ２００が磁性基板１００の中央に配置された場合、外
側アンテナ６００は内側アンテナ２００を覆いかぶせるように磁性基板１００の外郭に沿
って配置できる。外側アンテナ６００は、１つの導線が複数回巻き取られた四角形の構造
を有することができるが、これに限定されるものではない。
【０２４９】
　外側アンテナ６００は、内側アンテナ２００のように、導電パターン及び導電層を形成
することができる。
【０２５０】
　外側アンテナ６００で使われる近距離通信規格は多様な技術が使用できるが、ＮＦＣ（
Near Field Communication）を用いることが好ましい。
【０２５１】
　次に、図３７から図４８を参照して本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブ
リについて説明する。
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【０２５２】
　図３７は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の分解斜視図で
あり、図３８は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の斜視図で
あり、図３９は本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００の断面図で
ある。
【０２５３】
　一方、図３８は図３７に図示されたアンテナアセンブリ１０００の構成要素を結合して
おいた斜視図であり、一部の構成要素が省略されて結合した形態を有する。
【０２５４】
　本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリ１０００は、携帯用端末機のよう
な電子機器に取付できる。
【０２５５】
　図３７から図３９を参照すると、アンテナアセンブリ１０００は、磁性基板１００、内
側アンテナ２００、接触部３００、外側アンテナ６００、接着層７００、第１両面接着層
７１０、第２両面接着層７２０、保護フィルム８００、及び剥離紙層７３０を含むことが
できる。
【０２５６】
　まず、図３７を参照すると、磁性基板１００は送信側から伝達を受ける磁場の方向を変
更させることができる。
【０２５７】
　磁性基板１００は、送信側から内側アンテナ２００が伝達を受ける磁場の方向を変更さ
せて外部に漏出される磁場の量を減少させることができる。これによって、遮蔽効果を有
することができる。
【０２５８】
　磁性基板１００は、送信側から伝達を受ける磁場の方向を側方に変更させて内側アンテ
ナ２００に磁場がより集中的に伝達できるようにする。
【０２５９】
　磁性基板１００は、送信側から内側アンテナ２００が伝達を受ける磁場のうち、外部に
漏出される磁場を吸収して熱で放出させることができる。外部に漏出される磁場の量が減
少すれば、人体に有害な影響を及ぼす状況が防止できる。
【０２６０】
　図３９を参考すると、磁性基板１００は磁性体１１０及び支持体１２０を含むことがで
きる。
【０２６１】
　磁性体１１０は、粒子またはセラミックの形態を含むことができる。一実施形態におい
て、磁性体１１０はスピネルタイプ、ヘキサタイプ、センダストタイプ、パーマロイタイ
プの磁性体のうちのいずれか１つでありうる。
【０２６２】
　支持体１２０は熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂を含むことができ、磁性基板１００を
支持する役割を遂行する。
【０２６３】
　また図３７を説明すると、磁性基板１００はシート（Sheet）形態に構成されることが
でき、フレキシブル（flexible）な性質を有することができる。
【０２６４】
　磁性基板１００は、一定の領域に収容空間１３０を有することができる。収容空間１３
０は接触部３００の形態と同一形態を有することができ、接触部３００は前記収容空間１
３０に配置されて内側アンテナ２００と接続できる。
【０２６５】
　内側アンテナ２００は、送信側から電磁気誘導または共振を用いて無線で電力を受信す
ることができる。内側アンテナ２００は図１２で説明したように、外側端子２１０、内側
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端子２２０、及び内側コイル２３０を含むことができる。内側コイル２３０は導電層また
は導電パターンに形成できる。
【０２６６】
　接触部３００は、内側アンテナ２００と受信回路（図示せず）との間を連結して内側ア
ンテナ２００から伝達を受けた電力を受信回路を通じて負荷（図示せず）に伝達すること
ができる。
【０２６７】
　接触部３００は配線層を含むことができ、配線層は前記受信回路を含むことができる。
前記受信回路は内側アンテナ２００から伝達を受けた電力を整流する整流回路、ノイズ信
号を除去する平滑回路、及び無線で電力を受信するための全般的な動作を遂行するメイン
ＩＣチップを含むことができる。
【０２６８】
　また、前記受信回路は外側アンテナ６００から受信した信号を近距離通信信号処理部（
図示せず）に伝達することができる。
【０２６９】
　接触部３００は、磁性基板１００の収容空間１３０に配置されて内側アンテナ２００と
接続可能である。図３８を共に参照すると、磁性基板１００の収容空間１３０に接触部３
００が配置されたことを確認することができる。
【０２７０】
　接触部３００は、第１連結端子３１１、第２連結端子３１２、第３連結端子３１３、及
び第４連結端子３１４を含むことができ、接触部３００の第１連結端子３１１は内側アン
テナ２００の第１連結端子３１１と接続されることができ、接触部３００の第２連結端子
３１２は内側アンテナ２００の内側端子２２０と接続されることができ、接触部３００の
第３連結端子３１３は外側アンテナ６００の内側端子６１０と接続されることができ、接
触部３００の第４連結端子３１４は外側アンテナ６００の外側端子６２０と接続できる。
【０２７１】
　接触部３００は収容空間１３０の形態と同一な形態を有し、収容空間１３０に配置でき
る。接触部３００が磁性基板１００の収容空間１３０に配置されることによって、接触部
３００の厚さだけアンテナアセンブリ１０００の全厚さが格段に減少できる。これによっ
て、アンテナアセンブリ１０００が取り付けられた携帯用端末機のような電子機器の厚さ
も格段に減少できる。
【０２７２】
　一実施形態において、接触部３００はフレキシブルな印刷回路基板（ＦＰＣＢ：Flexib
le Printed Circuit）またはテープ部材（ＴＳ：Tape Substrate）またはリードフレーム
（ＬＦ：Lead Frame）が使用できる。接触部３００にテープ部材を使用する場合、接触部
３００の厚さが減少してアンテナアセンブリ１０００の全サイズを縮めることができる。
【０２７３】
　接触部３００にリードフレームを使用する場合、発熱、外部の湿気、衝撃などから接触
部３００に含まれた配線層が保護されることができ、量産可能な長所がある。
【０２７４】
　また図３７を説明すると、外側アンテナ６００は近距離無線通信可能なリーダ機と通信
を遂行することができる。外側アンテナ６００は、前記リーダ機と情報を送受信する役割
を遂行することができる。
【０２７５】
　近距離通信信号処理部（図示せず）は、接触部３００を通じて外側アンテナ６００で受
信した信号を伝達されて処理することができる。
【０２７６】
　外側アンテナ６００で使われる近距離通信規格は多様な技術が使用できるが、ＮＦＣ（
Near Field Communication）を用いることが好ましい。
【０２７７】
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　一実施形態において、外側アンテナ６００は内側アンテナ２００の外郭に配置できる。
図３８を参照すると、内側アンテナ２００が磁性基板１００の上に配置された場合、外側
アンテナ６００は内側アンテナ２００を覆いかぶせるように磁性基板１００の外郭に沿っ
て配置できる。外側アンテナ６００は、１つの導線が複数回巻き取られた四角形の形態を
有することができるが、これに限定されるものではない。
【０２７８】
　また図３７を説明すると、接着層（図示せず）は保護フィルム８００の下側に配置され
ることができ、保護フィルム８００を内側アンテナ２００及び外側アンテナ６００に付着
させることができる。これについては後述する。
【０２７９】
　第１両面接着層７１０は、内側アンテナ２００、外側アンテナ６００と磁性基板１００
との間に配置されて、内側アンテナ２００と磁性基板１００とを付着させることができる
。これについては後述する。第１両面接着層７１０には磁性基板１００と同様に、接触部
３００の形態と同一な形態の収容空間が設けられる。
【０２８０】
　図３９を参照すると、第２両面接着層７２０は保護フィルム８００と剥離紙層７３０と
を付着させることができる。これについては後述する。
【０２８１】
　内側アンテナ２００は磁性基板１００の上に配置されることができ、スパイラルタイプ
の構造を有することができるが、これに限定されるものではない。
【０２８２】
　次に、図４０から図４８を参照して、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセン
ブリ１０００の製造方法を説明する。
【０２８３】
　工程が始まれば、図４０のように、導電体２０１、接着層７００、及び保護フィルム８
００を準備する。
【０２８４】
　一実施形態において、導電体２０１は銅を含む合金で形成されることができ、銅は圧延
箔、電解箔の形態が使用できる。導電体２０１は要求される製品の仕様によって多様な厚
さを有することができる。一実施形態において、導電体２０１の厚さは１００ｕｍである
が、これは例示に過ぎない。
【０２８５】
　接着層７００は導電体２０１と保護フィルム８００との接着力を強化させるためのもの
であって、熱硬化性樹脂が使用できるが、これに限定されるものではない。好ましくは、
接着層７００の厚さは１７ｕｍであるが、これは例示に過ぎない。
【０２８６】
　保護フィルム８００は、導電体２０１が一定な導電パターンを形成する工程で導電体２
０１を保護する役割を遂行する。具体的に、保護フィルム８００は後述するエッチング工
程で導電体２０１を支持して一定な導電パターンを形成するように導電体２０１を保護す
ることができる。
【０２８７】
　一実施形態において、保護フィルム８００はポリイミドフィルム（ＰＩ Ｆｉｌｍ：Pol
yimide Film）が使用できるが、これに限定されるものではない。
【０２８８】
　次に、図４１のように、導電体２０１と保護フィルム８００とは接着層７００を通じて
付着できる。前記の付着は、ラミネーティング（laminating）工程が利用できる。ラミネ
ーティング（laminating）工程は所定の熱と圧力を加えて互いに異なる材料の物質を接着
させる工程である。
【０２８９】
　次に、図４２のように、導電体２０１の上面に感光性フィルム９００を付着する。感光
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性フィルムは導電体２０１をエッチングして一定な導電パターンを形成するためのもので
あって、ＵＶ露光タイプまたはＬＤＩ露光タイプのフィルムが使用できる。更に他の実施
形態において、導電体２０１の上面には感光性フィルム９００の代わりに感光性塗布液が
塗布されることもできる。
【０２９０】
　次に、図４３のように、感光性フィルム９００を露光し、現像してマスクパターン９１
０を形成する。
【０２９１】
　マスクパターン９１０は、前記露光及び現像工程を通じて一定な導電パターンが形成さ
れる位置の上面に形成できる。
【０２９２】
　露光は、導電パターンが形成される部分と形成されない部分とを区分して感光性フィル
ム９００に光を照射することを意味する。即ち、露光は導電パターンが形成されない部分
に光を照射する工程である。現像は露光により光が照射された部分を除去する工程を意味
する。
【０２９３】
　前記露光及び現像工程により内側アンテナ２００及び外側アンテナ６００が形成される
部分にマスクパターン９１０が形成できる。マスクパターン９１０により露出される導電
体２０１の部分がエッチングできる。
【０２９４】
　次に、図４４のように、エッチング（Etching）工程を通じてマスクパターン９１０が
形成されない溝部分がエッチングできる。エッチングは、マスクパターン９１０が形成さ
れない部分に位置した導電体２０１と化学反応する物質を用いてマスクパターン９１０が
形成されない部分に位置した導電体２０１を腐食させてなくす工程を意味する。一実施形
態において、導電体２０１は湿式または乾式エッチングによりパターニングできる。
【０２９５】
　次に、図４５のように、マスクパターン９１０を除去すれば、内側アンテナ２００の外
側端子２１０及び内側端子２２０、外側アンテナ６００の内側端子６１０及び外側端子６
２０、一定な導電パターンを有する内側コイル２３０及び一定の導電パターンを有する外
側アンテナ６００が形成できる。
【０２９６】
　次に、図４６のように、内側アンテナ２００及び外側アンテナ６００が接触部３００に
接続されるようにソルダリング（soldering）工程を経る。一実施形態において、ソルダ
リング工程はリフロー（reflow）工程が使用できるが、これに限定されるものではない。
リフロー（reflow）工程は高温の熱源を加えてソルダクリームを熔融して内側コイル２３
０及び外側アンテナ６００と接触部３００との間の電気的な接続を安定に接合する工程で
ある。
【０２９７】
　内側アンテナ２００の外側端子２１０は接触部３００の第１連結端子３１１とソルダ３
０により接続でき、内側アンテナ２００の内側端子２２０は接触部３００の第２連結端子
３１２とソルダ３０により接続でき、外側アンテナ６００の内側端子６１０は接触部３０
０の第３連結端子３１３とソルダ３０により接続でき、外側アンテナ６００の外側端子６
２０は接触部３００の第４連結端子３１４とソルダ３０により接続できる。
【０２９８】
　次に、図４７のように、磁性基板１００は接触部３００が占める面積の以外の部分に位
置した導電パターン、即ち内側コイル２３０及び外側アンテナ６００の上面に積層できる
。
【０２９９】
　この前に、接触部３００に対応する収容空間を有する磁性基板１００を獲得することが
できる。磁性基板１００の収容空間は接触部３００の形態に一致するように形成できる。
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【０３００】
　接触部３００は、図３７で説明したように、接触部３００が磁性基板１００の収容空間
１３０に配置されることによって、接触部３００の厚さだけアンテナアセンブリ１０００
の全厚さが格段に減少できる。これによって、アンテナアセンブリ１０００が取り付けら
れた携帯用端末機のような電子機器の厚さも格段に減少できる。
【０３０１】
　この際、内側コイル２３０及び外側アンテナ６００と磁性基板１００は、第１両面接着
層７１０により付着できる。一実施形態において、磁性基板１００の厚さは１００ｕｍか
ら８００ｕｍの範囲を有することができるが、これに限定されるものではない。一実施形
態において、第１両面接着層７１０の厚さは１０ｕｍから５０ｕｍの範囲を有することが
できるが、これに限定されるものではない。
【０３０２】
　次に、図４８のように、剥離紙層７３０は第２両面接着層７２０を通じて保護フィルム
８００の一側に付着できる。剥離紙層７３０は第２両面接着層７２０を保護するために付
着された紙層であって、携帯用端末機のような電子機器のケースに付着時、除去できる。
【０３０３】
　図４９は、本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの製造方法のフローチャート
である。
【０３０４】
　特に、図４９は図１から図１１に従うアンテナアセンブリの製造方法に関するものであ
る。
【０３０５】
　図４９を参考すると、基板４００が形成される（Ｓ１０１）。
【０３０６】
　次に、基板４００の上面に直接導電板８１が積層される（Ｓ１０３）。この際、導電板
８１は銅板でありうる。
【０３０７】
　一実施形態においては、磁性基板１００の上面に接着層が積層された後、導電板８１が
接着層の上に積層されることもできる。
【０３０８】
　更に他の実施形態において、導電板８１を所定の温度で加熱し、その後、所定の圧力を
加えるラミネーティング（laminating）工程が使用できる。ラミネーティング（laminati
ng）工程とは、熱と圧力を用いて互いに異なる種類の金属箔、紙などを接着させる工程を
意味する。
【０３０９】
　次に、導電板８１の上面にマスク８３が付着される（Ｓ１０５）。マスク８３の形態は
内側アンテナ２００の形態と外側アンテナ６００の形態を含む形態でありうる。
【０３１０】
　次に、マスク８３が付着された導電板８１が積層された基板４００はエッチング溶液に
よりマスク８３が付着されない部分がエッチングされて、導電板８１はマスク８３形態の
パターンを形成する（Ｓ１０７）。
【０３１１】
　一実施形態において、マスク８３が付着された導電板８１が積層された基板４００をエ
ッチング溶液に入れて導電板８１をエッチングすることができる。
【０３１２】
　更に他の実施形態において、マスク８３が付着された導電板８１が積層された基板４０
０にエッチング溶液をエッチングチャンバー内で噴射して、導電板８１をエッチングする
ことができる。
【０３１３】
　エッチングにより形成される導電パターンの断面は、図５０から図５３を参考して説明
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する。
【０３１４】
　図５０から図５３は、本発明の実施形態に係るエッチングにより形成される導電パター
ンの断面を示す。
【０３１５】
　特に、図５０の（Ａ）は本発明の実施形態に係る不足エッチング（under-etching）に
より形成される導電パターンの断面を示し、図５０の（Ｂ）は本発明の実施形態に係る過
エッチング（over-etching）により形成される導電パターンの断面を示し、図５０の（Ｃ
）は本発明の実施形態に係る正エッチング（fine etching）により形成される導電パター
ンの断面を示す。
【０３１６】
　図５０及び図５１を参考すると、導電パターンの断面は等価断面でありうる。即ち、コ
イルパターンに該当する内側コイル２３０の断面は複数の内部角（inner angle）を有す
る多角形に単純化できる。この際、単純化は断面の辺（sides）の内の比較的小さい凹凸
や丸い隅の平均化を意味する。コイルパターンに該当する内側コイル２３０の等価断面は
四角形、具体的に台形でありうる。
【０３１７】
　コイルパターンに該当する外側コイル６３０の断面は複数の内部角（inner angle）を
有する多角形に単純化できる。コイルパターンに該当する外側コイル６３０の断面は四角
形、具体的に台形でありうる。
【０３１８】
　以下、特に内側コイル２３０の断面は四角形であり、外側コイル６３０の断面は四角形
である場合を説明する。
【０３１９】
　内側コイル２３０の等価四角形断面は、左上側内部角（Ａ１）、右上側内部角（Ａ２）
、左下側内部角（Ａ３）、及び右下側内部角（Ａ４）を有する。
【０３２０】
　外側コイル６３０の等価四角形断面は、左上側内部角（Ａ５）、右上側内部角（Ａ６）
、左下側内部角（Ａ７）、及び右下側内部角（Ａ８）を有する。
【０３２１】
　実施形態において、内側コイル２３０と外側コイル６３０とが同一な導電板８１から形
成されるので、内側コイル２３０の厚さと外側コイル６３０の厚さは同一でありうる。ま
た、内側コイル２３０が位置するレイヤと外側コイル６３０が位置するレイヤは同一であ
りうる。基板４００の上面と内側コイル２３０の上面は平行し、基板の上面４００と外側
コイル６３０の上面は平行することができる。基板４００の上面から内側コイル２３０の
上面までの高さ（Ｈｐ１）は基板４００の上面から外側コイル６３０の上面までの高さ（
Ｈｐ２）と同一でありうる。
【０３２２】
　実施形態において、コイルパターンの抵抗成分を減らしてＱ値を高めるために、コイル
パターンに該当する内側コイル２３０と外側コイル６３０の厚さは一般的な導線パターン
より大きい８０ｕｍ以上でありうる。コイルパターンの抵抗成分を減らしてＱ値をより高
めるために、コイルパターンに該当する内側コイル２３０と外側コイル６３０の厚さは１
００ｕｍ以上でありうる。
【０３２３】
　実施形態において、内側コイル２３０と外側コイル６３０が同一な導電板８１から同一
なエッチング工程を通じて形成されるので、内側コイル２３０の断面の左上側内部角（Ａ
１）は外側コイル６３０の断面の左上側内部角（Ａ５）と同一でありうる。内側コイル２
３０の断面の右上側内部角（Ａ２）は外側コイル６３０の断面の右上側内部角（Ａ６）と
同一でありうる。内側コイル２３０の断面の左下側内部角（Ａ３）は外側コイル６３０の
断面の左下側内部角（Ａ７）と同一でありうる。内側コイル２３０の断面の右下側内部角
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（Ａ４）は外側コイル６３０の断面の右下側内部角（Ａ８）と同一でありうる。
【０３２４】
　内側コイル２３０の断面の左上側内部角（Ａ１）は内側コイル２３０の断面の右上側内
部角（Ａ２）と同一でありうる。内側コイル２３０の断面の左下側内部角（Ａ３）は内側
コイル２３０の断面の右下側内部角（Ａ４）と同一でありうる。外側コイル６３０の断面
の左上側内部角（Ａ５）は外側コイル６３０の断面の右上側内部角（Ａ６）と同一であり
うる。外側コイル６３０の断面の左下側内部角（Ａ７）は外側コイル６３０の断面の右下
側内部角（Ａ８）と同一でありうる。
【０３２５】
　正エッチング（fine etching）されれば、内側コイル２３０の断面の左上側内部角（Ａ
１）、右上側内部角（Ａ２）、左下側内部角（Ａ３）、及び右下側内部角（Ａ４）は、実
質的に９０度に該当することができる。また、正エッチング（fine etching）されれば、
外側コイル６３０の断面の左上側内部角（Ａ５）、右上側内部角（Ａ６）、左下側内部角
（Ａ７）、及び右下側内部角（Ａ８）は、実質的に９０度に該当することができる。
【０３２６】
　不足エッチング（under-etching）されれば、内側コイル２３０の断面の左上側内部角
（Ａ１）は内側コイル２３０の断面の右上側内部角（Ａ２）より大きい。内側コイル２３
０の断面の左下側内部角（Ａ３）は内側コイル２３０の断面の右下側内部角（Ａ４）より
大きい。外側コイル６３０の断面の左上側内部角（Ａ５）は外側コイル６３０の断面の右
上側内部角（Ａ６）より大きい。外側コイル６３０の断面の左下側内部角（Ａ７）は外側
コイル６３０の断面の右下側内部角（Ａ８）より大きい。
【０３２７】
　過エッチング（over-etching）されれば、内側コイル２３０の断面の左上側内部角（Ａ
１）は内側コイル２３０の断面の右上側内部角（Ａ２）より小さい。内側コイル２３０の
断面の左下側内部角（Ａ３）は内側コイル２３０の断面の右下側内部角（Ａ４）より小さ
い。外側コイル６３０の断面の左上側内部角（Ａ５）は外側コイル６３０の断面の右上側
内部角（Ａ６）より小さい。外側コイル６３０の断面の左下側内部角（Ａ７）は外側コイ
ル６３０の断面の右下側内部角（Ａ８）より小さい。
【０３２８】
　正エッチング（fine etching）されたアンテナのＱ値は不足エッチング（under-etchin
g）されたアンテナや過エッチング（over-etching）されたアンテナのＱ値より大きいの
で、正エッチング（fine etching）されたアンテナの性能が不足エッチング（under-etch
ing）されたアンテナや過エッチング（over-etching）されたアンテナの性能よりよい。
したがって、不足エッチングや過エッチングされたアンテナパターンの断面の４個の内部
角の角度のうち、最大値を９５度以下になるようにし、４個の内部角の角度のうち、最小
値を８５度以上になるようにすれば、アンテナパターンの性能向上を期待することができ
る。
【０３２９】
　図５２及び図５３を参考して、エッチングファクターの変更に従うアンテナパターンの
特性の変更を説明する。
【０３３０】
　図５２及び図５３では内側コイル２３０を中心に説明したが、内側コイル２３０と外側
コイル６３０が同一な導電板８１から形成されれば、図５２及び図５３の内容は外側コイ
ル６３０にも適用できる。
【０３３１】
　図５２に図示されたアンテナパターンの断面は以下の＜表１＞の第１実施形態によりエ
ッチングされたパターンであり、図５３に図示されたアンテナパターンの断面は以下の＜
表１＞の第２実施形態によりエッチングされたパターンである。図５２の（Ａ）は以下の
＜表１＞の第１実施形態によりエッチングされたパターンの実際断面図であり、図５２の
（Ｂ）は以下の＜表１＞の第１実施形態によりエッチングされたパターンの等価四角形断
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面図である。図５３の（Ａ）は以下の＜表１＞の第２実施形態によりエッチングされたパ
ターンの実際断面図であり、図５３の（Ｂ）は以下の＜表１＞の第２実施形態によりエッ
チングされたパターンの等価四角形断面図である。
【０３３２】
【表１】

【０３３３】
　以下の＜表２＞は＜表１＞の実施形態によりエッチングされたアンテナパターンの特性
を示す。
【０３３４】

【表２】

【０３３５】
　＜表２＞から分かるように、アンテナパターンの断面の上側部の幅の長さとアンテナパ
ターンの断面の中間部の幅の長さとアンテナパターンの断面の下側部の幅の長さを全て同
一にすることは容易でない。即ち、本発明の実施形態において、アンテナパターンの断面
の上側部の幅の長さはアンテナパターンの断面の中間部の幅の長さと異なることがある。
アンテナパターンの断面の上側部の幅の長さはアンテナパターンの断面の下側部の幅の長
さと異なることがある。アンテナパターンの断面の中間部の幅の長さはアンテナパターン
の断面の下側部の幅の長さと異なることがある。
【０３３６】
　また、本発明の実施形態において、アンテナパターンの断面の上側部の幅の長さをアン
テナパターンの断面の下側部の幅の長さに近接させれば、アンテナパターンの断面の中間
部の幅の長さはアンテナパターンの断面の上側部の幅の長さより小さいことがあり、アン
テナパターンの断面の中間部の幅の長さはアンテナパターンの断面の下側部の幅の長さよ
り小さいことがある。
【０３３７】
　アンテナパターンの特性を説明するために、以下の＜数式２＞のように、アンテナパタ
ーンの断面の上側部の幅の長さとアンテナパターンの断面の下側部の幅の長さのうちの最
大長さ（Ｌｍａｘ）と、アンテナパターンの断面の上側部の幅の長さとアンテナパターン
の断面の下側部の幅の長さのうちの最小長さ（Ｌｍｉｎ）を定義する。
【０３３８】
　（数２）
　Ｌｍａｘ＝ｍａｘ（Ｌｕ１，Ｌｂ１）
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　Ｌｍｉｎ＝ｍｉｎ（Ｌｕ１，Ｌｂ１）
【０３３９】
　＜数式２＞で、ｍａｘ（ａ，ｂ）はａとｂのうちの大きい数を返還し、ｍｉｎ（ａ，ｂ
）はａとｂのうちの小さい数を返還する。
【０３４０】
　＜表２＞の第１実施形態より良い性能のアンテナパターンを得るために、以下の＜数式
３＞で示すような条件のうち、少なくとも１つを満たす必要がある。＜数式３＞で、|ａ
－ｂ|はａとｂとの差を示す。
【０３４１】
【数３】

【０３４２】
　＜表２＞の第２実施形態より良い性能のアンテナパターンを得るために、以下の＜数式
４＞で示すような条件のうち、少なくとも１つを満たす必要がある。
【０３４３】
【数４】

【０３４４】
　＜表２＞の第１実施形態と第２実施形態の中間性能より良い性能のアンテナパターンを
得るために、以下の＜数式５＞で示すような条件のうち、少なくとも１つを満たす必要が
ある。
【０３４５】

【数５】

【０３４６】
　また、図４９を説明する。
【０３４７】
　その後、マスク８３を除去すれば（Ｓ１０９）、アンテナアセンブリ１０００の内側ア
ンテナ２００と外側アンテナ６００が形成される。
【０３４８】
　一方、接触部３００が形成される（Ｓ１１１）。
【０３４９】
　一実施形態において、基板４００と接触部３００の基板３３０とが一体形成される場合
に、前述したステップＳ１０３、Ｓ１０５、Ｓ１０７、Ｓ１１１によりアンテナアセンブ
リ１０００の内側アンテナ２００と外側アンテナ６００、そして接触部３００のパターン
が同時に形成できる。
【０３５０】
　更に他の実施形態において、基板４００と接触部３００の基板３３０とが分離されて形
成される場合に、接触部３００のパターンはアンテナアセンブリ１０００の内側アンテナ
２００と外側アンテナ６００の形成工程とは別途の工程により形成できる。
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【０３５１】
　以後、連結部５００が形成される（Ｓ１１３）。多様な実施形態に係る連結部５００の
形成方法に関しては後述する。
【０３５２】
　接触部３００と連結部５００が形成された基板４００の上部に接着層７００が形成され
る（Ｓ１１５）。
【０３５３】
　接着層７００の上部に磁性基板１００が形成される（Ｓ１１７）。
【０３５４】
　次に、接着層７００により離隔される磁性基板１００とアンテナパターンの間の距離に
ついて図５０及び図５１を参考して説明する。
【０３５５】
　図５０及び図５１を参考すると、内部アンテナ２００の内側コイル２３０は、線幅（Ｗ
１）、線間間隔（Ｓ１）を有し、内側コイル２３０は接着層７００により磁性基板１００
と離隔距離（Ｈａ１）だけ離隔される。外部アンテナ６００の外側コイル６３０は、線幅
（Ｗ２）、線間間隔（Ｓ２）を有し、外側コイル６３０は接着層７００により磁性基板１
００と離隔距離（Ｈａ２）だけ離隔される。内側コイル２３０を磁性基板１００と離隔す
るために使われる接着層と外側コイル６３０を磁性基板１００と離隔するために使われる
接着層とが同一であるので、離隔距離（Ｈａ１）は離隔距離（Ｈａ２）と同一でありうる
。
【０３５６】
　＜表３＞は外部アンテナ６００がＮＦＣアンテナであり、外部アンテナ６００の線幅（
Ｗ２）が４００ｕｍであり、外部アンテナ６００の線間間隔（Ｓ２）が２００ｕｍである
場合に、接着層７００により離隔される磁性基板１００と外部アンテナ６００との間の距
離（Ｈａ２）に従う外部アンテナ６００のＮＦＣ通信性能をEMVCo Load modulationテス
トの結果として示す。
【０３５７】
【表３】

【０３５８】
　＜表３＞で、（ｘ、ｙ、ｚ）はテスト装備とアンテナアセンブリ１０００との間の相対
的位置関係を示す。特に、（ｘ、ｙ、ｚ）でｘ値はテスト装備とアンテナアセンブリ１０
００との間の距離を示す。
【０３５９】
　また、＜表３＞で、Ａ＜Ｘ＜Ｂはテストの通過のための性能値の範囲を示す。例えば、
相対的位置関係（０，０，０）で、テスト通過のためにはアンテナの性能値が８．８ｍＶ
よりは大きく、８０ｍＶよりは小さくなければならない。離隔距離（Ｈａ２）が３０ｕｍ
の時、共振周波数は１５．７９ＭＨｚとなり、外部アンテナ６００のアンテナ性能は２９
．１５ｍｖであるので、４００ｕｍの線幅、２００ｕｍの線間間隔、３０ｕｍの離隔距離
を有する外部アンテナ６００は適合したことと結論を下すことができる。
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　しかしながら、相対的位置関係（３，０，０）で、テスト通過のためにはアンテナの性
能値が４．０ｍＶよりは大きく、８０ｍＶよりは小さくなければならない。離隔距離（Ｈ
ａ２）が３０ｕｍの時、共振周波数は１５．７９ＭＨｚとなり、外部アンテナ６００のア
ンテナ性能は３．８ｍｖであるので、４００ｕｍの線幅、２００ｕｍの線間間隔、３０ｕ
ｍの離隔距離を有する外部アンテナ６００は適合しないことと結論を下すことができる。
【０３６１】
　＜表４＞は、外部アンテナ６００がＮＦＣアンテナであり、外部アンテナ６００の線幅
（Ｗ２）が５００ｕｍであり、外部アンテナ６００の線間間隔（Ｓ２）が５００ｕｍであ
る場合に、接着層７００により離隔される磁性基板１００と外部アンテナ６００との間の
距離（Ｈａ２）に従う外部アンテナ６００のＮＦＣ通信性能をEMVCo Load modulationテ
ストの結果として示す。
【０３６２】
【表４】

【０３６３】
　＜表３＞及び＜表４＞から分かるように、線幅の増加と線間間隔の増加は抵抗成分の減
少に結び付くので、Ｑ値の増加に結び付き、外部アンテナ６００の性能は向上できる。
【０３６４】
　特に、＜表３＞及び＜表４＞から、外部アンテナ６００の線幅が４００ｕｍより小さく
、外部アンテナ６００の線間間隔２００ｕｍより小さければ、外部アンテナ６００の性能
は離隔距離（Ｈａ２）による影響を大いに受けることが分かる。外部アンテナ６００の線
幅が４００ｕｍより小さく、外部アンテナ６００の線間間隔２００ｕｍより小さい場合に
、マージンを考慮すれば、離隔距離（Ｈａ２）は３５ｕｍ以上のものが良いことが分かる
。
【０３６５】
　このように、一般的な接着層の厚さである１０ｕｍ以上の厚さを有する接着層７００を
使用することによって、外部アンテナ６００の性能向上を期待することができる。
【０３６６】
　＜表５＞は、外部アンテナ６００がＮＦＣアンテナであり、外部アンテナ６００の線幅
（Ｗ２）が４００ｕｍであり、外部アンテナ６００の線間間隔（Ｓ２）が２００ｕｍであ
り、テスト装備とアンテナアセンブリ１０００との間の相対的位置関係が（３，０，０）
である場合に、接着層７００により離隔される磁性基板１００と外部アンテナ６００との
間の距離（Ｈａ２）に従う外部アンテナ６００のＮＦＣ通信性能をEMVCo Load modulatio
nテストの結果として示す。
【０３６７】
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【表５】

【０３６８】
　＜表５＞から、線幅（Ｗ２）が４００ｕｍであり、線間間隔（Ｓ２）が２００ｕｍであ
る場合に、離隔距離（Ｈａ２）が３０ｕｍより小さければ、外部アンテナ６００のEMVCo 
Load modulationテストは通過できないことが分かる。したがって、離隔距離（Ｈａ２）
は３０ｕｍより大きいものが良いことがある。
【０３６９】
　線幅（Ｗ２）が４００ｕｍであり、線間間隔（Ｓ２）が２００ｕｍである場合に、離隔
距離（Ｈａ２）が７０ｕｍより大きければ、外部アンテナ６００のEMVCo Load modulatio
nテストは通過できないことが分かる。したがって、離隔距離（Ｈａ２）は７０ｕｍより
小さいものが良いことがある。
【０３７０】
　線幅（Ｗ２）が４００ｕｍであり、線間間隔（Ｓ２）が２００ｕｍである場合に、離隔
距離（Ｈａ２）が４０ｕｍより大きく、６０ｕｍより小さければ、外部アンテナ６００の
EMVCo Load modulationテストは通過できることが分かる。したがって、離隔距離（Ｈａ
２）は４０ｕｍより大きく、６０ｕｍより小さいものが良いことがある。
【０３７１】
　＜表６＞は、外部アンテナ６００がＮＦＣアンテナであり、外部アンテナ６００の線幅
（Ｗ２）が５００ｕｍであり、外部アンテナ６００の線間間隔（Ｓ２）が５００ｕｍであ
り、テスト装備とアンテナアセンブリ１０００との間の相対的位置関係が（３，０，０）
である場合に、接着層７００により離隔される磁性基板１００と外部アンテナ６００との
間の距離（Ｈａ２）に従う外部アンテナ６００のＮＦＣ通信性能をEMVCo Load modulatio
nテストの結果として示す。
【０３７２】
【表６】

【０３７３】
　線幅（Ｗ２）が５００ｕｍであり、線間間隔（Ｓ２）が５００ｕｍである場合に、離隔
距離（Ｈａ２）が２０ｕｍより小さければ、外部アンテナ６００のEMVCo Load modulatio
nテストは通過できないことが分かる。したがって、離隔距離（Ｈａ２）は２０ｕｍより
大きいものが良いことがある。
【０３７４】
　線幅（Ｗ２）が５００ｕｍであり、線間間隔（Ｓ２）が５００ｕｍである場合に、離隔
距離（Ｈａ２）が７０ｕｍより大きければ、外部アンテナ６００のEMVCo Load modulatio
nテストは通過できないことが分かる。したがって、離隔距離（Ｈａ２）は７０ｕｍより
小さいものが良いことがある。
【０３７５】
　線幅（Ｗ２）が５００ｕｍであり、線間間隔（Ｓ２）が５００ｕｍである場合に、離隔
距離（Ｈａ２）が３０ｕｍより大きく、６０ｕｍより小さければ、外部アンテナ６００の
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EMVCo Load modulationテストは通過できることが分かる。したがって、離隔距離（Ｈａ
２）は３０ｕｍより大きく、６０ｕｍより小さいものが良いことがある。
【０３７６】
　＜表５＞及び＜表６＞から、離隔距離（Ｈａ２）が３５ｕｍより大きく、６５ｕｍより
小さければ、前記の２回のテストは全て通過できることが分かる。これは、離隔距離（Ｈ
ａ２）が３５ｕｍより大きく、６５ｕｍより小さい場合に、共振周波数を目標周波数であ
る１６．２から１６．３ＭＨｚの範囲内に置くことが容易であることを意味する。即ち、
これは離隔距離（Ｈａ２）が所定の値より小さければ、インピーダンスマッチングが容易
でないことを意味する。
【０３７７】
　図５５は、本発明の一実施形態に係るアンテナアセンブリの連結部５００の製造方法の
フローチャートである。
【０３７８】
　特に、図５５は図４及び図５に従うアンテナアセンブリの連結部５００の製造方法に関
するものである。
【０３７９】
　まず、内側アンテナ２００と外側アンテナ６００が形成された基板４００の上部に絶縁
層５３１が形成される（Ｓ３０１）。
【０３８０】
　絶縁層５３１は内側アンテナ２００の外側端子２１０の一部を覆わず、第１サブ連結部
５０１に該当する伝導性ブリッジ５２０が内側コイル２３０と合う部分を覆い、第１サブ
連結部５０１に該当する伝導性ブリッジ５２０が外側コイル６３０と合う部分を覆うこと
ができるようにする形状を有することができる。
【０３８１】
　また、絶縁層５３１は内側アンテナ２００の内側端子２２０の一部を覆わず、第２サブ
連結部５０２に該当する伝導性ブリッジ５２０が内側コイル２３０と合う部分を覆い、第
２サブ連結部５０２に該当する伝導性ブリッジ５２０が外側コイル６３０と合う部分を覆
うことができるようにする形状を有することができる。
【０３８２】
　絶縁層５３１は外側アンテナ６００の内側端子６１０の一部を覆わず、第３サブ連結部
５０３に該当する伝導性ブリッジ５２０が内側コイル２３０と合う部分を覆い、第３サブ
連結部５０３に該当する伝導性ブリッジ５２０が外側コイル６３０と合う部分を覆うこと
ができるようにする形状を有することができる。
【０３８３】
　絶縁層５３１は外側アンテナ６００の外側端子６２０の一部を覆わず、第４サブ連結部
５０４に該当する伝導性ブリッジ５２０が内側コイル２３０と合う部分を覆い、第４サブ
連結部５０４に該当する伝導性ブリッジ５２０が外側コイル６３０と合う部分を覆うこと
ができるようにする形状を有することができる。
【０３８４】
　一実施形態において、絶縁層５３１は絶縁シートでありうる。この絶縁シートは接着層
またはラミネーティング工程により内側アンテナ２００と外側アンテナ６００が形成され
た基板４００の上部に付着できる。
【０３８５】
　更に他の実施形態において、絶縁層５３１は塗布後、乾燥された絶縁インキでありうる
。この場合、内側アンテナ２００と外側アンテナ６００が形成された基板４００の上部に
絶縁層５３１の形成のためのマスクが付着される。ここで、絶縁層５３１の形成のための
マスクは内側アンテナ２００の内側端子２２０、内側アンテナ２００の外側端子２１０、
外側アンテナ６００の内側端子６１０の少なくとも一部を覆い、第１サブ連結部５０１に
該当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分を覆わず、第２サブ連結部５０２に該当
する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分を覆わず、第３サブ連結部５０３に該当する
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伝導性ブリッジ５２０が形成される部分を覆わないようにする形態を有する。第４サブ連
結部５０４も伝導性ブリッジ５２０に該当すれば、絶縁層５３１の形成のためのマスクは
外側アンテナ６００の外側端子６２０の少なくとも一部を覆い、第４サブ連結部５０４に
該当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分を覆わないようにする形態を有すること
ができる。絶縁層５３１の形成のためのマスクが付着された基板４００の上部に絶縁イン
キを塗布し、乾燥した後、該当マスクを除去すれば、絶縁インキによる絶縁層５３１が形
成できる。
【０３８６】
　以後、絶縁層５３１が形成された基板４００の上部に伝導性ブリッジ５２０の形成のた
めのマスクが付着される（Ｓ３０３）。伝導性ブリッジ５２０の形成のためのマスクは、
第１サブ連結部５０１に該当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分、第２サブ連結
部５０２に該当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分、第３サブ連結部５０３に該
当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分、第４サブ連結部５０４に該当する伝導性
ブリッジ５２０が形成される部分を覆わず、これらの周辺の部分を覆うことができる。
【０３８７】
　伝導性ブリッジ５２０の形成のためのマスクが付着された基板４００の上部に導電性ペ
ーストが所定の回数だけ印刷されて（Ｓ３０５）、第１サブブリッジ５２１が形成される
。
【０３８８】
　以下の表は導電性ペーストの印刷回数に従う伝導性ブリッジの性能を示す。
【０３８９】

【表７】

【０３９０】
　図５６は、本発明の実施形態に係る導電性ペーストの印刷回数に従う伝導性ブリッジの
性能を示すグラフである。
【０３９１】
　図５６に示すように、導電性ペーストの印刷回数が増加するほど、伝導性ブリッジの抵
抗値は減少し、Ｑ値は増加する。
【０３９２】
　特に、図５６に示すように、導電性ペーストの印刷回数が３回より少ない場合、導電性
ペーストの印刷回数の増加に従う抵抗値の減少またはＱ値の増加は急激である。導電性ペ
ーストの印刷回数が３回より大きい場合、導電性ペーストの印刷回数の増加に従う抵抗値
の減少またはＱ値の増加は緩やかである。
【０３９３】
　アンテナアセンブリ内のアンテナの性能向上のために、伝導性ブリッジは３回以上の導
電性ペーストの印刷に該当する厚さを有することができる。
【０３９４】
　特に、導電性ペーストの印刷回数の増加はアンテナアセンブリ１０００の製造工程の複
雑度の増加を意味するので、伝導性ブリッジは３回の導電性ペーストの印刷に該当する厚
さを有することができる。
【０３９５】
　更に、伝導性ブリッジがメッキにより形成される第２サブブリッジ５２２を含む場合に
は、該第２サブブリッジ５２２による追加的な抵抗値の減少が期待されるので、伝導性ブ
リッジは１回以上の導電性ペーストの印刷に該当する厚さを有することができる。
【０３９６】
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　第１サブブリッジ５２１の上部をメッキして、第２サブブリッジ５２２が形成される（
Ｓ３０７）。この際、第１サブブリッジ５２１の上部は銅でメッキできる。
【０３９７】
　図５７は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの連結部５００の製造
方法のフローチャートである。
【０３９８】
　特に、図５７は図６から図８に従うアンテナアセンブリの連結部５００の製造方法に関
するものである。
【０３９９】
　まず、基板４００の内で内側アンテナ２００の外側端子２１０の下部、内側アンテナ２
００の内側端子２２０の下部、外側アンテナ６００の内側端子６１０の下部、外側アンテ
ナ６００の外側端子６２０の下部に、各々ビアホール５３３が形成される（Ｓ５０１）。
【０４００】
　ビアホール５３３が形成された基板４００の下部に伝導性ブリッジ５２０の形成のため
のマスクが付着される（Ｓ５０３）。伝導性ブリッジ５２０の形成のためのマスクは、第
１サブ連結部５０１に該当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分、第２サブ連結部
５０２に該当する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分、第３サブ連結部５０３に該当
する伝導性ブリッジ５２０が形成される部分、第４サブ連結部５０４に該当する伝導性ブ
リッジ５２０が形成される部分を覆わず、これらの周辺の部分を覆うことができる。
【０４０１】
　伝導性ブリッジ５２０の形成のためのマスクが付着された基板４００の上部に導電性ペ
ーストが所定の回数だけ印刷されて（Ｓ３０５）、第１サブブリッジ５２１が形成される
。導電性ペーストの印刷回数に従う伝導性ブリッジの性能は前述した通りである。
【０４０２】
　第１サブブリッジ５２１の下部をメッキして（Ｓ５０７）、第２サブブリッジ５２２が
形成される。この際、第１サブブリッジ５２１の下部は銅でメッキできる。
【０４０３】
　図５８は、本発明の更に他の実施形態に係るアンテナアセンブリの連結部５００の製造
方法のフローチャートである。
【０４０４】
　特に、図５８は図９から図１１に従うアンテナアセンブリの連結部５００の製造方法に
関するものである。
【０４０５】
　基板４００の内で連結端子３１１、３１２、３１３の下部にビアホールが形成される（
Ｓ７０１）。
【０４０６】
　拡張パターン５４１、５４２、５４３の端子の上部にビアホールが形成される（Ｓ７０
３）。
【０４０７】
　切取線４１１、４１２、４１３に沿って基板４００が切り取られてサブ基板５５１、５
５２、５５３が各々形成される（Ｓ７０５）。
【０４０８】
　折畳線４２１、４２２、４２３に沿ってサブ基板５５１、５５２、５５３が折り畳まれ
て基板４００の下部とサブ基板５５１、５５２、５５３の上部とが接触する（Ｓ７０７）
。
【０４０９】
　連結端子３１１、３１２、３１３の下部のビアホールと拡張パターン５４１、５４２、
５４３の端子の上部のビアホールにより連結端子３１１、３１２、３１３と拡張パターン
５４１、５４２、５４３の端子とが各々電気的に連結される（Ｓ７０９）。連結端子３１
１、３１２、３１３と拡張パターン５４１、５４２、５４３の端子はビアホール５３３で



(41) JP 6313744 B2 2018.4.18

提供される伝導性ビアの熱圧着、その伝導性ビアの周辺に提供される伝導性物質により電
気的に連結できる。
【０４１０】
　以上、本発明の好ましい実施形態に対して図示及び説明したが、本発明は前述した特定
の実施形態に限定されず、請求範囲で請求する本発明の要旨を逸脱することなく当該発明
が属する技術分野で通常の知識を有する者により多様な変形実施が可能であることは勿論
であり、このような変形実施は本発明の技術的思想や展望から個別的に理解されてはなら
ない。
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